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第１章　中間レビュー調査の概要

１－１　調査団派遣の経緯と目的

ケニア共和国（以下、「ケニア国」と記す）の首都であるナイロビ市の人口は、2009 年の 304
万人から 2030 年には 594 万人まで増加が見込まれ、それに伴い廃棄物の１日当たりの発生量が

1,848 t（2009 年）から 3,990 t（2030 年）まで増加することが見込まれている。現在、ナイロビ市

にはダンドーラ最終処分場が存在するが、最終処分場まで運搬されている廃棄物量は半分にとど

まっており、残りは市内のさまざまな場所に不法投棄をされ、その不適切な処理及び管理体制が

長年大きな社会問題となっている。特に低所得者居住地域における収集運搬の状況は非常に悪

く、都市衛生上の大きな問題にもなっている。また、ダンドーラ処分場はその容量 50 万 m3 に対

して現在までに 180 万 m3 もの廃棄物が持ち込まれており、これ以上の受け入れは難しい状況で

ある。さらに容量を超えた受け入れから適切な管理が難しく、土壌汚染、悪臭などによって周囲

の衛生環境は劣悪になっている。

こうした状況下、独立行政法人国際協力機構（JICA）は 1996 年から 1998 年にかけて実施し

た開発調査「ナイロビ市廃棄物管理計画調査」を通じてマスタープラン（Master Plan：M/P）作

成を支援し、2010 年には「ナイロビ市統合的廃棄物管理計画にかかる協力プログラム準備調査」

を通じて M/P の改訂を支援した。ナイロビ市役所〔旧：CCN（City Council of Nairobi）、現：NCC
（Nairobi City County）〕は、改訂版 M/P に基づきダンドーラ最終処分場の閉鎖、新規処分場の建設、

廃棄物収集・処理機材の供与を目的とした円借款の要請をわが国政府に提出するとともに、廃棄

物管理に係るキャパシティの向上を目的とした技術支援の要請を提出した。

ケニア国の要請をうけ、JICA は 2011 年 1 ～ 2 月及び同年 8 月に詳細計画策定調査を行い、

2012 年 2 月より 4 年間の技術プロジェクトを開始した。このプロジェクトでは、廃棄物の運

搬・収集を、民間収集業者との連携、スラム地区で活動する地域市民組織（Community Based 
Organizations：CBOs）との連携により改善することをめざしている。また公社化や財務透明性を

高めることを目的とし廃棄物特別会計の設置も行う。

プロジェクトは中間地点を迎えることから、以下を目的とする中間レビューが実施された。

（１）プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）及び活動計画に基

づき、プロジェクトの投入実績、活動実績、成果・プロジェクト目標について確認する。

（２）実施プロセスを整理するとともに、評価５項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト及

び持続性）の観点から分析を行う。

（３）プロジェクト実施上の課題及び問題点を抽出するとともに、今後、プロジェクトが取るべ

き方策についての提言事項を取りまとめる。

（４）協議結果について、ケニア国側との合意事項として評価レポートに取りまとめる。

（５）必要に応じてケニア国側の代表者と評価レポートの主要部分について、協議議事録

（Minutes of Meeting：M/M）により合意する。
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１－２　調査団の構成と調査期間

中間レビュー調査は、本邦からの調査団員とケニア国政府評価メンバーからなる合同チームに

よって 2013 年 11 月 29 日から 12 月 16 日の 19 日間（現地調査）にわたり実施された。合同チー

ムメンバーの構成は、以下のとおりであった。

＜ケニア側メンバー＞

氏　名 調査団での担当 所属・職位

1 ロバート・K・アイシ 総　括 ナイロビ市役所（NCC）

2 ピーター・ブンディ 団　員 土地・住宅・都市開発省

3 カンギエム・J・W 団　員 NCC

4 ジョン・コイエ・バレ 団　員 NCC

5 サミュエル・ムネネ 団　員 国家環境管理庁（NEMA）

＜日本側メンバー＞

氏　名 担当分野 所属・職位 現地派遣期間

1 安達　一郎 総　括
JICA 地球環境部環境管理グループ

課長
2014 年 1 月 26 ～ 30 日

2 伊藤　民平 廃棄物管理
JICA 地球環境部環境管理グループ

環境管理第二課
2014 年 1 月 19 ～ 30 日

3 楜澤　理奈 協力企画
JICA 地球環境部環境管理グループ

環境管理第二課
2014 年 1 月 19 ～ 30 日

4 長島　聡 評価分析 株式会社アイコンズ 2014 年 1 月 12 ～ 30 日

１－３　調査日程

調査日程は、付属資料１．M/M（「合同中間レビュー調査報告書（英文）」を含む）の Appendix 
- I「Mid-Term Review Report：1.1-2 Schedule of the Evaluation」に示されたとおりである。

１－４　主要面談者

現地調査期間の主要面談者リストは、付属資料２に示した。

１－５　対象プロジェクトの概要

（１）上位目標

ナイロビ市の廃棄物運搬・収集サービスが拡大する。

（２）協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）

CCN の廃棄物管理に係るキャパシティが向上する。

（３）プロジェクトの成果（アウトプット）

１）成果１：CCN の廃棄物収集・運搬に係るキャパシティが向上する。
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２） 成果２： CCN の廃棄物収集・運搬における民間との連携に係るキャパシティが向上す

る。

３）成果３： CCN の廃棄物収集・運搬における CBOs との連携に係るキャパシティが向上

する。

４）成果４：DoE の財務管理に係るキャパシティが向上する。

５）成果５：DoE の課題やロードマップが明確化される。

（４）活　動

1-1. 現在の CCN による廃棄物収集・運搬状況を確認する。

1-2. 廃棄物収集・運搬の改善計画を作成する。

1-3. 改善計画に基づく活動を実施する。

1-4. 改善計画に基づく活動をモニタリング・評価・フィードバックする。

2-1. 民間のライセンス業者による現在の廃棄物収集・運搬状況を確認・レビューする。

2-2.  フランチャイズ制の導入及び啓発活動を目的としたパイロットプロジェクトをデザイ

ンする。

2-3.  パイロットプロジェクト実施における課題（法的措置、財務分析、ゾーンの選択、民

間業者・CBOs との調整）を整理する。

2-4. 課題解決に対して必要なアクションを整理・実施する。

2-5. パイロットプロジェクトを実施する。

2-6.  パイロットプロジェクトをモニタリング・評価し、他ゾーンへの展開に向けフィード

バックする。

3-1.  スラム地域における廃棄物収集の課題を確認し、廃棄物収集及び啓発活動を目的とし

た CBOs 連携のパイロットプロジェクトをデザインする。

3-2.  CBOs 連携による廃棄物収集のパイロットプロジェクト地区を選定し、パイロットプロ

ジェクトのデザインについてコンサルテーションを行う。

3-3.  CBOs 連携による廃棄物収集のパイロットプロジェクトを実施する。

3-4.  パイロットプロジェクトのモニタリング・評価を行い、CBOs 連携収集の拡大に向けた

提言を行う。

4-1.  CCN の廃棄物関連活動の収入・支出を確認・レビューする。

4-2.  廃棄物管理特別会計の導入計画を作成する。

4-3.  廃棄物管理特別会計導入計画に基づく活動を実施する。

4-4.  廃棄物管理特別会計の状況をモニターし、会計報告をする。

4-5.  会計報告に基づく分析を行い、財務状況改善への提言を行う。

5-1.  本プロジェクトにより実施された収集・運搬活動のレビューを行う。

5-2.  廃棄物管理に係る CCN のロードマップを改定し、よりよい廃棄物管理に向けた提言を

行う。

（５）実施期間

4 年間（2012 年 2 月～ 2016 年 3 月）
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（６）対象地域

ナイロビ市

（７）カウンターパート（Counterpart：C/P）機関

ナイロビ市役所（NCC）環境局（Department of Environment：DoE）
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第２章　中間レビュー調査の方法

２－１　中間レビュー調査の視点と手法

本プロジェクトの実績の検証、実施プロセスの検証、評価５項目について評価を実施した。各

項目の評価設問と評価指標については、評価グリッド（付属資料４）を参照のこと。

２－２　調査項目と方法

２－２－１　主な調査項目

本中間レビュー調査は「新 JICA 事業評価ガイドライン第 1 版」（2010 年 6 月改訂）に準拠

して実施した。PDM やその他関係資料に基づいて評価設問（調査すべき項目）を検討し、プ

ロジェクトの実績、実施プロセス、評価５項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続

性）に関する評価グリッドを作成した。実績、実施プロセス、評価５項目の定義は以下のとお

りである。

（１）実　績

投入、成果、プロジェクト目標標に関する達成度、もしくは達成予測に関する情報

（２）実施プロセス

活動の実施状況やプロジェクトの現場で起きている事柄に関するさまざまな情報

（３）評価５項目

妥当性 プロジェクトのめざしている効果（プロジェクト目標や上位目標）が、受益者

のニーズに合致しているか、問題や課題の解決策として適切か、相手国と日本

側の政策との整合性はあるか、プロジェクトの戦略・アプローチは妥当か、な

どといった「援助プロジェクトの正当性・必要性」を問う視点

有効性 プロジェクトの実施により、プロジェクトの目標が達成され、本当に受益者も

しくは社会への便益がもたらされているのか（あるいは、もたらされるのか）

を問う視点

効率性 主にプロジェクトのコストと効果の関係に着目し、投入した資源が有効に活用

されているか（あるいは、されるか）を問う視点

インパクト プロジェクトの実施によってもたらされる、正、負の変化を問う視点（直接、

間接の効果、予測した・しなかった効果を含む）

持続性 プロジェクトで生まれた効果が、協力終了後も持続しているか（または出来る

か）を問う視点

２－２－２　評価実施方法

評価グリッドに基づいて以下の方法で情報・データを収集し、評価分析を行った。

（１）文献・既存資料調査

１）派遣専門家報告書
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２）専門家提供資料

３）その他

（２）サイト調査

ダンドーラ最終処分場、カロレニ清掃事務所、キベラ（CBO 連携パイロットプロジェ

クトサイト）、カンゲミ（フランチャイズ制導入パイロットプロジェクトサイト）などを

訪問し、活動状況を調査した。

（３）質問票調査または聞き取り調査

日本人長期専門家、プロジェクトの C/P、NCC 関連部局、世界銀行、民間サービス業者

（Private Service Providers：PSP）、CBO の関係者などを対象に質問票調査または聞き取り調

査を実施した。
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第３章　プロジェクトの進捗状況

３－１　プロジェクトの投入実績

３－１－１　ケニア側の投入実績

（１）C/P
8 人〔付属資料１．M/M（「中間レビュー調査報告書（英文）」を含む）を参照のこと〕

（２）施設・建物

プロジェクト事務所

（３）管理運営経費

光熱費

３－１－２　日本側の投入実績

（１）日本人専門家派遣

7 人〔46.16 人月（MM）（2013 年度まで）〕

総括／廃棄物管理

廃棄物収集・運搬 1
廃棄物収集・運搬 2
CBOs 連携／大衆啓発

財務管理

業務調整／廃棄物収集・運搬

業務調整／ CBOs 連携／大衆啓発

（２）機材

PC、プリンター、車両、その他：約 800 万円（2013 年 12 月現在）

（３）本邦研修

2012 年度：2 名、2013 年度：2 名

（４）プロジェクトの運営経費

約 1,338 万円（2013 年 12 月現在）

３－２　成果（アウトプット）の達成状況

成果１：CCN の廃棄物収集・運搬に係るキャパシティが向上する。

成果 1 の達成見込みを予想するのは、時期尚早である。中間レビュー調査の時点では、廃棄物

の収集運搬の改善に関する調査や計画が行われている。その結果を基に、いくつかの進捗がみ

られている。NCC は 34 台の廃棄物運搬車の調達を計画（25 台は既に調達済み）しており、NCC
による直接収集は間違いなく増加する見込みである。また、廃棄物収集運搬に係るガイドライン
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は 2015 年 1 月までに完成の予定である。不法投棄場の数の減少に関する達成度については、モ

ニタリングが継続されている。

（１）指標 1-1：CCN による直接収集及び委託契約収集の廃棄物収集量の増大

中間レビュー時には、まだ本指標の達成見込みを予想するのは時期尚早である。中間レ

ビューの時点では、廃棄物収集運搬に関する調査の実施や計画の策定が行われている。これ

らの調査結果を基に、NCC による廃棄物運搬車の調達（2014 年 1 月末に納品予定）やカロ

レニ清掃事務所の施設の改善など、いくつかの成果がみられている。NCC は 34 台の廃棄物

運搬車を調達予定であり（25 台のトラックは既に調達済み）、NCC による直接収集は間違い

なく増加することが見込まれる。

本指標は、プロジェクト開始前のベースラインデータからの増減によって判断される。こ

の指標のための統計は定期的に取られていないため、根拠を基に指標の達成度を測ることは

現状では難しい。

本指標のベースラインデータは 2009 年時点での推計値で、NCC による直接収集は 30 t/日、

委託収集：450 t/日である。また、2012 年時点計測値（2012 年 4 月 30 日〜 5 月 27 日）では、

NCC による直接収集：26 t/日である（委託収集不明）。

もし、2014 年 7 月以降に専任 C/P がプロジェクトに配属されれば、本統計データ収集に

係る技術移転も行われ、本統計は取得が可能となる見込みである。

（２）指標 1-2：廃棄物収集運搬に係るガイドライン

本ガイドラインの作成は、中間レビューの時点ではまだ開始されていない。実施計画

（Plan of Operations：PO）によれば、本成果品は 2015 年 1 月までに完成の予定である。

（３）指標 1-3：廃棄物の違法ダンプサイト数の減少

本指標については、モニタリングが継続中である。フランチャイズ制導入パイロットプ

ロジェクトの実施予定地区における不法投棄場の場所の特定が行われ、不法投棄場は 24 カ

所あることが判明している。大規模なのはスラムにあった 2 カ所である。プロジェクト期間

中、この不法投棄場所の増減がモニタリングされる予定となっている。中間レビュー時点で

はフランチャイズ制パイロットプロジェクトはまだ開始されていないが、もしフランチャイ

ズ制が導入されれば、NCC によって不法投棄場の廃棄物は一斉に撤去される予定となって

おり、さらにその後は新たな不法投棄も 0 に近づく見込みである。

成果２： CCN の廃棄物収集・運搬における民間との連携に係るキャパシティが向上する。

パイロットプロジェクトはまだ開始されておらず、成果 2 の達成見込みを予想することは難し

い。フランチャイズ制の導入のため、数々の調査の実施、ステークホルダー会議の開催、事前審

査（Pre-Qualification：PQ）の実施支援、入札書類の作成などが行われている。パイロットプロジェ

クトは 2014 年 7 月に開始予定である。廃棄物収集運搬のためのフランチャイズ制導入のための

ガイドラインは 2015 年 12 月までに完成する予定である。フランチャイズ地域における廃棄物収

集量の増加に関する指標については、ベースラインデータからの変化によってモニタリング及び
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評価が行われる予定である。

（１）指標 2-1：フランチャイズ制導入のためのガイドライン

本ガイドラインの作成は、中間レビューの時点ではまだ開始されていない。PO によれば、

本成果品は、2015 年 12 月までに完成の見込みである。

（２）指標 2-2：フランチャイズゾーンにおける廃棄物収集量の増大

中間レビュー時には、まだパイロットプロジェクトは開始されていないため、本指標の達

成見込みを予想するのは時期尚早である。

フランチャイズ制を導入するために、関連調査の実施、ステークホルダー会議の開催、

PQ の実施、入札資料の作成等が行われた。パイロットプロジェクトは 2014 年 7 月に開始さ

れる計画である。

本指標は、プロジェクト開始前のベースラインデータからの増減によって判断される。本

指標のベースラインデータは 2012年時点推計値で、91％（発生量：128 t/日、収集量：117 t/日）

である〔ただし、不法投棄はカンゲミ（Kangemi）の 11t/日のみでキリマニ（Kilimani）、キ

レレシュワ（Keleleshwa）においてはない、と仮定した場合の数字〕。パイロットプロジェク

トが 2014 年 7 月より開始予定であり、委託を受けた PSP よりレポートが提出される予定な

ので、終了時評価時には指標値の入手が可能になる見込みである。

成果３：CCN の廃棄物収集・運搬における CBOs との連携に係るキャパシティが向上する。

CBO 連携についてのパイロットプロジェクトは開始されたばかりであり、成果３の達成見込

みについて予想することは時期尚早である。現在までに、CBO による清掃活動が実施され、そ

の活動が住民の興味を呼び、本プロジェクトの活動を通じて顧客が増加している。一方で、CBO
が中央収集地点に集積した廃棄物を NCC が要請に応じて収集しないことがあるため、CBO が顧

客の信頼を失い、顧客が増加しづらいという問題も起きている。そのため、NCC の収集・運搬

能力の改善をめざした成果１との連携が望まれる。廃棄物収集に係る CBO の巻き込みについて

のガイドラインは 2015 年 3 月までに完成する予定である。

（１）指標 3-1：CBOs 連携にかかるガイドライン

本ガイドラインの作成は、中間レビューの時点では、まだ開始されていない。PO によれ

ば、本成果品は、2015 年 3 月までに完成の予定である。

（２）指標 3-2：パイロットプロジェクト地区における違法ダンプサイト数の減少

CBO に対する聞き取り調査の結果、CBO がパイロット地区においていくつかの不法投棄

場所を清掃した。それによって、地域住民はその活動に興味をもち、本プロジェクトの活動

を通じて CBO の顧客が増加した。しかしながら、CBO のメンバーは、もし NCC が中央収

集地点から収集してくれなければ、将来的に不法投棄場所は増加する可能性があると、懸

念を示している。NCC の収集の改善は、成果１で達成をめざしていることであり、本プロ

ジェクトのそれぞれの成果間で、協調して活動を行っていく必要がある。
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対象地区における不法投棄の場所の特定が行われ、不法投棄場は 7 カ所あることが判明し

ている。プロジェクト期間中、この不法投棄場所の増減がモニタリングされる予定である。

しかしながら、不法投棄場所の減少は、CBO 活動の成否にかかわらず、主に NCC の廃棄

物収集運搬の努力に負っているため、本指標は本成果の達成度を評価するのには適切ではな

い。そのため、本指標の改定を検討する必要がある。

成果４：DoE の財務管理に係るキャパシティが向上する。

成果４は達成見込みである。資金管理に係る DoE の能力強化は進捗している。廃棄物管理特

別会計の口座は既に開設され、2014–2015 年度には財務諸表が用意される予定である。財務改善

のための提言は、2015 年 5 月に完了することが見込まれている。

（１）指標 4-1：廃棄物管理特別会計の財務諸表

本指標は達成される見込みである。廃棄物管理特別会計の口座は 2014 年 1 月に開設され、

財務諸表は 2014–2015 年の会計年度に準備される見込みである。

（２）指標 4-2：財務改善のための提言

財務改善のための提言は、中間レビューの時点ではまだ行われていない。PO によれば、

本成果品は 2015 年 5 月に完成の見込みである。

成果５：DoE の課題やロードマップが明確化される。

成果５の達成見込みを予想するのは時期尚早である。廃棄物管理の改善に係るロードマップの

改訂は、2016 年 2 月までに完了することが見込まれている。

（１）指標 5-1：廃棄物管理改善に向けた改定ロードマップ

改定ロードマップの作成は、中間レビューの時点では、まだ開始されていない。PO によ

れば、本成果品は 2015 年 9 月までに完成の予定である。

３－３　プロジェクト目標の達成見込み

プロジェクト目標：CCN の廃棄物管理に係るキャパシティが向上する。

中間レビューの時点では、本プロジェクト目標の指標の達成見込みを予想することは困難であ

る。

本プロジェクトの実施においては、①日常業務があることによって C/P の活動参加が限定的、

②選挙後の NCC の組織変更に起因する手続きの遅れ、③パイロットプロジェクトにおけるス

テークホルダー間の調整が難航など、さまざまな問題があった。そのため、フランチャイズ制導

入や、CBOs との連携のパイロットプロジェクトにも遅れがみられている。

ただし、新しい知事に対する直接の改善要求の後、5 人の専任 C/P の配属が約束されたことか
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ら、パイロットプロジェクトにおいて現状レベルの投入が行われた場合、①については改善が期

待される。

本プロジェクトはパイロットプロジェクトが実施されるにとどまっており、NCC による直接

収集が改善されたとしても、本プロジェクトの活動期間内に、ナイロビ市全体の廃棄物収集量に

対してインパクトを与えることは難しい。そのため、指標と実際の活動には差異があるとみられ

る。これら 2 つの指標については見直しを検討する必要がある。

（１）指標１：廃棄物収集率の増加

指標１のベースラインデータは、2009 年時点の推計値で、33％（発生量：1,850 t/日、収

集量：610 t/日）である。M/P では 2015 年に 49％までの増加をめざしている。

（２）指標 2：ナイロビ市全体の廃棄物収集量の増加

指標 2 のベースラインデータは、2009 年時点推計値で、収集量：610 t/日である。

これら 2 つの指標のための統計は定期的に取られていない。これらの統計の収集のためのシス

テムの確立が提言される。

３－４　プロジェクトの実施プロセス

（１）プロジェクトマネジメント体制

日本人専門家と C/P 間では日常的な業務上のコミュニケーションが行われており、専門家

の不在時にも業務が機能するようになっている。

合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC）は、選挙後の組織改編によって参加

者が大きく変わったことなどの制約要因があり、十分に機能していない。NCC の組織改編

に伴い、以前は地方自治省の次官が JCC の議長であったが、NCC の環境審議官が就くこと

になっており、NCC 内や他のステークホルダー間の情報共有や意思決定の場として活用さ

れることが期待される。

ナイロビ市（C/P）においては DoE 局長をトップとして指揮命令系統、役割分担は、計画

上は明確であるが、実際の専門家、C/P の役割分担が不明確であり、十分に機能していない

との指摘が C/P よりあった。これは、他ドナーのようにローカルコンサルタントに業務を委

託するやり方と異なり、日本人専門家が C/P と共同作業をする過程で技術移転を行うという

日本の技術協力についての理解の不足が起因していると推測される。

（２）実施機関のオーナーシップ

C/P が会議や現場視察などの日々の業務で多忙を極めており、本プロジェクトの活動に本

腰を入れて取り組むことが難しい状況にあった。ただし、徐々に改善の傾向がみられてお

り、以前と比べて積極的なプロジェクト活動への参加がみられている。また、知事に対して

直接改善を申し入れた結果、専任 C/P の配置や C/P への残業代の支払いが約束されたため、

今後の改善が期待される。

2013–2014 年度も「廃棄物管理公社準備室」の立ち上げのための予算申請をしていたが、

予算配分はゼロであった。ただし、中間レビュー時には、2014–2015 年度の「廃棄物管理公
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社準備室」に係る予算の割り当て準備が財務局（Department of Finance：DoF）を通じて行わ

れていること、割り当てられていた廃棄物運搬車の予算が執行されていたことなど、改善の

傾向がみられている。

（３）他プロジェクトとの協調

中間レビューの時点では、他のドナーとの協力関係は特にみられていない。ただし、世

界銀行が実施を計画している「Nairobi Metropolitan Service Improvement Project」では、ナイ

ロビ市周辺の都市部における廃棄物管理がプロジェクトの内容に含まれている〔ただし、

JICA がナイロビ市で活動していることを理解しており、ナイロビ市は委任事項（Terms of 
Reference：TOR）に含まれていない〕。そのため、今後の連携の可能性がある。

（４）実施プロセスを阻害した要因

資金管理の C/P が 2 度にわたり変更になり、その都度最初から業務内容を説明する必要が

あった。

大統領選挙、国政選挙が行われ、市の組織が変更された。このため、C/P の本プロジェク

トへの関与も組織改編の影響を受けて、十分とはいえない状況にあった。その結果、フラン

チャイズ制導入パイロットプロジェクトの開始が当初予定より、半年以上遅れている。

選挙後に市の組織が変更された結果、新たに知事が就任した。そのため、プロジェクトの

内容が 2013 年 12 月の直接改善要求時まで十分に把握されていなかった。

選挙後に NCC の新たな承認システムに関して誰も十分に把握していなかった。そのため、

「廃棄物管理特別会計」の口座の開設の承認がほぼ 1 年遅れた。
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第４章　評価５項目の評価結果と結論

４－１　妥当性

以下のような理由により、妥当性は高い。

（１）ケニア国の政策との整合性

本プロジェクトは、ケニア国の廃棄物管理の政策と一致している。

ケニア国の国家開発計画「Vision 2030」では、持続的な成長のために環境保全が重要視さ

れ、都市部における汚染対策及び廃棄物管理体制の改善が必要とされている。特に、ナイロ

ビ市の既存のダンドーラ最終処分場の閉鎖、新規最終処分場の建設及び廃棄物管理体制の確

立は最優先事業として位置づけられている。

（２）ニーズ

本プロジェクトは、対象地域・社会のニーズと一致している。

ケニア国の首都であるナイロビの人口の増加が見込まれている〔304 万人（2009 年）から

594 万人（2030 年）〕。そのため、ナイロビの廃棄物の発生量は 2009 年には 1,848 t/日であっ

たが、2030 年には 3,990 t/日まで増加することが予想されている。現存の処分場の容量の問

題やその投棄方法による環境の汚染に加え、低所得者居住地域での収集・運搬が不十分であ

ることから、都市衛生上の問題となっている。そのため、適正な廃棄物管理体制を確立する

ことが急務となっている。

（３）わが国の援助政策との整合性

本プロジェクトは、わが国の援助政策との整合性が高い。

2012 年 4 月に作成されたケニア国ローリングプランにおいて、本プロジェクトは優先分

野である「水と衛生／環境」、開発課題「環境モニタリングの能力改善」の下にある環境管

理能力改善プログラム」に位置づけられている。

（４）日本の技術の優位性

本プロジェクトは、JICA の技術協力プロジェクト等の経験が生かされている。

本プロジェクトは、開発調査「ナイロビ市廃棄物管理計画調査」及び「ナイロビ市総合的

廃棄物管理計画に係る協力プログラム準備調査」の成果を基に、そのプロジェクトの内容が

検討されている。

また、廃棄物処理技術の開発は日本の各地方自治体で鋭意取り組んでいるものであり、本

プロジェクトでも、北九州市での本邦研修等を通じ、わが国の廃棄物行政の取り組みについ

ての技術移転がなされるなど、特に収集・運搬の民営化の経験や、廃棄物管理のための組織

及び予算管理の経験は、本プロジェクトに有効に活用されている。

（５）公平な費用の分配

本プロジェクトでは、利用者間での費用の分担を試みている。

「内部補助制度（クロスサブシディ）」の考え方を適用することにより、高所得者が低所
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得者の廃棄物収集料金を負担するというシステムをフランチャイズ制導入パイロットプロ

ジェクトのなかで実施することによって、利用者間で費用を公平に分担しよう試みている。

４－２　有効性

以下のような理由により、有効性は中程度である。

（１）プロジェクト目標の達成見込み

中間レビューの時点では、プロジェクト目標の達成見込みを予想することは困難である。

本プロジェクトの実施においては、①日常業務があることによって C/P の活動参加が限定

的、②選挙後の NCC の組織変更に起因する手続きの遅れ、③パイロットプロジェクトにお

けるステークホルダー間の調整の難航など、さまざまな問題があった。そのため、フラン

チャイズ制導入や、CBOs との連携のパイロットプロジェクトにも遅れがみられている。

ただし、新しい知事に対する直接の改善要求ののち、5 人の専任 C/P の配属が約束された

ことから、パイロットプロジェクトにおいて現状レベルの投入が行われた場合、①について

は改善が期待される。

（２）成果とプロジェクト目標の因果関係

プロジェクトの成果はプロジェクト目標達成に貢献する見込みである。

本プロジェクトは、NCC による収集運搬の改善（成果１）、民間企業を巻き込む収集運搬

の改善（成果２）、CBOs と連携した収集運搬の改善（成果３）を行い、NCC におけるゴミ

収集運搬の総合的な改善をめざしている。加えて、DoE の財務改善（成果４）や DoE の課

題が明確にされる（成果５）ことにより、収集運搬活動を支える土台の強化を図る。プロジェ

クト目標の達成は、これらの成果を基に引き起こされるものである。

（３）プロジェクト目標達成の困難な要因、貢献要因

１）困難な要因

ａ）十分な C/P 数が配置されていないほか、現在配置されている C/P も他の業務との兼ね

合いから、プロジェクトの活動に集中して行う状況になかった。そのため、パイロッ

トプロジェクトの開始時期に遅れがみられている。

ｂ）ダンドーラ最終処分場は、深い泥道のせいで特に雨の日の PSP による利用が避けら

れ、不法投棄がなくならない傾向にある。そのため、廃棄物の収集・運搬の改善が試

みられても、その処分が改善されない限り十分な成果は得られない可能性があり、現

処分場の改善は緊急を要する（円借款で整備が検討されているルアイ最終処分場の建設

計画は中断している）。

ｃ）廃棄物運搬車が円借款及び NCC の予算で調達される予定だったが、その調達が遅れ

たために、NCC の直営の廃棄物収集運搬活動の改善のほか、CBOs との連携活動などに

も影響が出ている。

２）貢献要因

ａ）開発調査「ナイロビ市廃棄物管理計画調査」及び「ナイロビ市総合的廃棄物管理計画

に係る協力プログラム準備調査」の成果を基に、そのプロジェクトの内容が検討されて
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おり、廃棄物管理に関するほとんどの問題が既に整理されている。

ｂ）新たに就任した知事への直接の改善要求により、専任 C/P の配置が認められ、「廃棄

物管理特別会計」の口座開設が承認されたこと。

４－３　効率性

以下のような理由により、効率性は中程度である。

（１）成果の達成度合い

成果を達成するために活動は行われているが、以下のような理由で十分な成果が得られて

いない。

１）廃棄物運搬車の燃料やスペアパーツの費用が十分に割り当てられないことがあった。

２）PSP やパイロット地区の住民に、新しいフランチャイズ制の導入について十分に理解し

てもらうことが困難であり、住民の参加率も十分でなかったため、多くの説明会議が必要

となった。

３）NCC が、まれに CBOs が収集した廃棄物の収集を依頼しても廃棄物を回収にこないこと

があり、CBOs がその廃棄物収集の顧客からの信用を失い、顧客数の増加が頭打ちになっ

た。

４）NCC の組織改編によって、承認されていた「廃棄物管理特別会計」の口座開設の手続

きが白紙となり、再手続の手順も不明であったため、その開設が遅れた。

（２）投入の適正度

１）日本人専門家の投入

計画の実施が遅れており、特にフランチャイズ制導入パイロットプロジェクトが当初、

第 2 年次中に開始される予定が第 3 年次にずれ込んでいる。この結果、収集運搬の専門家

の第 3 年次以降の配置が少なく、このままでは、パイロットプロジェクトの実施に重大な

影響を及ぼすことが考えられる。

２）本邦研修

C/P への聞き取り調査では、本邦研修の内容は十分であるが、期間が短すぎるという指

摘があった。ただし、本邦研修は参加者の意見やその後のパフォーマンスをみると、極め

て有効であると思われる。より多くの研修生を本邦研修に参加させることが望ましい。本

邦研修では年間に派遣できる人数も限られているため、ケニア国内での研修も併せて行う

ことが望ましいとの指摘が C/P よりあった。

３）ケニア側 C/P の投入

C/P は現在、日常業務に追われており、本プロジェクトに関わることを優先することは

難しい。これまでは、パイロットプロジェクトの計画が主であったため、現在の人数で業

務が消化できていたが、今後実際のパイロットプロジェクトが開始された場合、人数とい

う点においては十分ではないといえる。ただし、「廃棄物管理公社準備室」が設置され、

C/P が専任になれば、体制は十分整うものと考えられる

４）ケニア側の資金の投入

適切に支出されていなかった。2013–2014 年度には「廃棄物管理公社準備室」の立ち上
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げのための予算申請をしていたが、予算配分はゼロであった。ただし、中間レビュー時の

DoF への聞き取り調査によれば、2014-2015 年度にはそのための予算の割り当てを行う準

備を行うとの説明があった。

４－４　インパクト

以下のような理由により、インパクトの達成見込みを判断するのは時期尚早である。

（１）上位目標の達成見込み

プロジェクトはまだ中間レビューの段階であり、その活動にやや遅れがみられているた

め、上位目標の達成見込みを予想するのは時期尚早である。

４－５　持続性

以下のような理由により、持続性は中程度である。

（１）政策・制度面の持続性

政策・制度面の持続性は高い。

ケニア国の政策において廃棄物管理の重要性は高く、政策支援は継続されるものとみられ

る。

フランチャイズ制導入や CBOs 連携に関するガイドラインがプロジェクト期間に作成され

る予定であり、プロジェクトで技術移転を行った専任 C/P が配属となる予定である。そのた

め、普及のシステムは担保されている。

（２）組織面の持続性

組織面の持続性は中程度である。

現在の人材配置では、現在でもプロジェクト活動に遅れがみられているため、協力終了後

に活動の継続を見込むのは難しいと判断される。ただし、知事が将来の廃棄物管理公社を見

据えて専任 C/P の配置を約束していることなど、今後は改善される可能性がある。

（３）財政面の持続性

財政面での持続性は中程度である。

時間は要したものの、「廃棄物管理公社準備室」の設立や廃棄物運搬車の調達などプロジェ

クト活動に必要な予算や廃棄物運搬車の予算が割り当てられる予定である。ただし、今後も

NCC が財源の確保を行うことができるのかどうかについては、現在では判断できない。

ただし、フランチャイズ制の導入が成功し、フランチャイズ料が「廃棄物管理特別会計」

に定期的に入ってくることになれば、財政面での改善が期待できる。そのため、本プロジェ

クトの財政面での持続性も改善される可能性がある。

（４）技術面の持続性

技術面での持続性はやや高い。

C/P のなかにはプロジェクトに主体的に取り組み始め、自ら学ぼうという意欲がみられだ
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している。転属等の問題がなければ、習得した技術は維持可能といえる。

４－６　結　論

本プロジェクトは、ケニア国の廃棄物管理の政策、受益者のニーズ、わが国の援助政策と一致

している。また、日本は本セクターにおいて優位性をもっている。そのため、本プロジェクトの

妥当性は高い。

また、本プロジェクトの開始後、その活動にいくつかの進捗がみられている。

廃棄物収集や運搬に係る調査や計画が実施され、その調査結果を基に、廃棄物運搬車の調達

（2014 年 1 月に納車の予定）やカロレニ清掃事務所の改善など、いくつかの進捗が確認されてい

る。

フランチャイズ制導入については、調査の実施、ステークホルダー会議の開催、PQ の実施、

入札図書の作成などが行われた。パイロットプロジェクトは 2014 年 7 月に開始予定である。

CBO によって、パイロット地域における清掃活動が実施された。この活動によって、スラム

の住民は活動に興味をもち、プロジェクトの活動によって CBO の顧客の増加がみられた。

廃棄物管理特別会計の口座が 2014 年 1 月に開設され、2014-2015 年度の財務諸表が作成される

予定である。

しかしながら、本プロジェクトの実施においては、①日常業務があることによって C/P の活動

参加が限定的、②選挙後の NCC の組織変更に起因する手続きの遅れ、③パイロットプロジェク

トにおけるステークホルダー間の調整が難航したことなど、さまざまな問題があった。そのた

め、フランチャイズ制導入や、CBOs との連携のパイロットプロジェクトにも遅れがみられてい

る。そのため、中間レビューの時点では、プロジェクト目標の達成見込みを予想するのは困難で

ある。ただし、知事によって廃棄物管理特別会計の口座の開設や、専任 C/P の配属が約束された

など良い傾向がみられており、プロジェクトの残りの期間については改善が期待される。
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第５章　提言と対処方針の検討結果

５－１　提　言

（１）JCC の有効な活用

本プロジェクトの進捗については、DoE の努力のみならず、他の部局の協力が必要であ

る。本プロジェクトの覚書（Memorandum of Understanding：MOU）が改訂され、NCC の環境

審議官が JCC の議長となる予定である。JCC を有効活用し、NCC 内や関係者に対する情報

共有を行うことを提言する。

（２）NCC によって約束された専任 C/P の配属

2013 年 12 月 6 日に、NCC の知事は専任の C/P の配属と必要な予算の割り当てを約束した。

本プロジェクトの進捗には、専任 C/P の配属は必須の要素である。NCC がそのための必要

な措置を取ることを提言する。

（３）PDM の改訂

現バージョンの PDM では、「廃棄物管理公社準備室」についての明確な記述がない。「廃

棄物管理公社準備室」の設置は、M/P に提言された重要な活動のひとつである。NCC によ

る確実な投入が確認された場合、PDM 上に「廃棄物管理公社準備室」の設立に関する活動

を含めることが望まれる。

啓発活動はプロジェクトの進捗について大変重要な要素であるものの、その活動は現行の

PDM には含まれていない。啓発活動を PDM の活動に含めることを提言する。

PDM のいくつかの指標は、その活動の達成度を測るのに適切ではない。プロジェクト目

標と成果 3 の指標について、改定することを併せて提言する。

（４）パイロットプロジェクトの開始の遅れに伴う追加投入の検討

本プロジェクトは、NCC の能力強化に伴って日本人専門家の投入が減少する設計となっ

ている。そのため、3 年次と 4 年次の日本人専門家の投入は限られている。しかしながら、

フランチャイズ制の導入のパイロットプロジェクトには遅れがみられており、投入の減少は

パイロットプロジェクトの進捗に影響することが懸念される。日本人専門家の追加投入を行

うことが望ましい。

（５）フランチャイズ制導入段階における住民への啓発活動の強化

ナイロビ市における廃棄物収集運搬の導入は新しい試みであり、改善すべき多くの課題が

ある。そのため、住民からの理解は主要な要素である。しかしながら、パイロット地区の

ゾーン 7 のうち、特に高所得地域のキリマニとキレレシュワではアパートが多く、管理人が

一手にアパートの廃棄物の契約を行っていることなどから住民の関心は低く、啓発のための

会議への参加率は相対的に低い。不十分な啓発活動は、将来的に問題を引き起こす可能性が

ある。プロジェクトチームは、教会の巻き込みなどによって状況の改善を試みているが、効

果的な方法を検討し、啓発活動を推進する必要がある。
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（６）それぞれの成果間の調整

活動の有効性を改善するために、成果間の調整を行うことが重要である。例を挙げれば、

もし NCC が廃棄物を定期的に収集しなければ、CBOs はその顧客から信用を失い、顧客数

の減少につながる可能性がある。それぞれの活動のシナジー効果を高めるため、担当の C/P
間で定期的に調整会議を行うことが望まれる。

５－２　対処方針事項についての検討・協議結果

本中間レビュー調査の対処方針事項について、現地での検討・協議結果概要は、以下のとおり

である。

対処方針検討事項 結果概要

NCC のキャ

パシティ向

上、今後の

確認

C/P の主体性やプロジェ

クトに必要な人員が確

保されることを確認し、

問題があればしかるべ

き改善を図る。

知事が指示した専任 C/P の張り付けについては、知

事に面談の際に再度確認を行った。また、それに

伴って新たに雇用される予定の職員に対して適切に

引継ぎが行われるよう、M/M にも明記した。

PDM の変更

協議

①廃棄物公社設立準備

室の設置、②最終処分

場 衛 生 管 理 に 対 す る

助言の 2 点について、

PDM の 変 更 を 検 討 す

る。

中間レビュー評価団の提案する PDM の変更案は、次

節「５－３　PDM の変更案」に記載したとおりであ

る。②の最終処分場衛生管理に対する助言に関する

専門家の派遣については、アサインは検討するもの

の、PDM 上には反映させない方針とすることとなっ

た。

円借款の遅

延について

今後の方針

確認

円借款の遅延に関する、

その後の進捗について

調査・確認を行う。

円借款の遅延の原因となっている、新規最終処分場

のサイトの選定については、DoE との協議の結果、

条件付きでルアイを新規処分場サイトとして認める

案で、ケニア側が議論を行っていることが確認され

た。今後、その内容について精査を行い、対処方針

を検討することとなった。

活動の進捗

確認

活動の遅れの原因分析

とともに、今後の予定

を調整・修正する。

活動の遅れに対する原因分析は、本文に記載の通り

である。

５－３　PDM の変更案

本中間レビュー調査の結果、現行の PDM について以下のような変更案を、中間レビュー調査

団より提案した。本改定案については、2014 年 7 月以降で NCC 側から約束された投入が行われ

た後に、JCC にて承認される旨、M/M にて合意された。
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＜ PDM の変更案＞

項　目 変更前 変更後

全　体 CCN（City Council of Nairobi） NCC（Nairobi City County）

プロジェクト目標

指標１

Increase in waste collection level C/Ps get the ability to expand pilot project 
activity to other area

プロジェクト目標

指標２

Increase in waste collection amount 
in whole Nairobi City

NCC can grasp the data about the amount of 
collected waste in Pilot project area.

プロジェクト目標

指標入手手段

なし 4. Interview sheet
を追記

成果３

指標 3-2
Reduced illegal dumping points in 
pilot project area

Increase in number of customer

活動 2-4 なし To conduct activities for raising awareness of 
solid waste management for residents
を追加

活動 5-1 なし To establish Preparatory Unit for SWM 
Public Corporation and make organizational 
chart and job descriptions
を追加

ケニア側投入 なし ・  Counterpart personnel（5 Staffs of 
Preparatory Unit for SWM Public 
Corporation）

・  Office space, meeting room for staff 
of Preparatory Unit for SWM Public 
Corporation

・  Local cost for Preparatory Unit of SWM 
Public Corporation

・  Special allowances for counterpart 
personnel until the commencement of 
operations of Preparatory Unit for SWM 
Public Corporation

を追記
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主要面談者リスト 
 
1. ケニア側面談者 
(1) NCC 
1) Department of Environment (DoE) 
Dr. Leah Oyake-Ombis 局長 
Mr. Isaac Muraya 副局長 
Mr. Samuel Mwangi プロジェクトマネジャー 
Mr. James Othiende カウンターパート (成果 1&2) 
Mr. Duncan Mihiso カウンターパート(成果 1&2) 
Ms. Margaret Kariuki カウンターパート (成果 3) 
Mr. Moses Kamau カウンターパート (成果 3) 
Ms. Esther Muringi Ndegwa カウンターパート (成果 4) 
Ms. Nancy Mutai カウンターパート (成果 4) 
Mr. Samson Kamau カウンターパート (成果 4) 
 
2) Department of Finance 
Mr. Jimmy Kiamba 市出納官 
 
3) Department of Procurement 
Mr. John Okuku 副局長 
 
(2) NEMA（National Environment Management Authority） 
Mr. Samuel Munene コンプライアンス・環境オフィサー、廃棄物管

理セクション 
 
(3) Gabage.com Ltd (PSP) 
Mr. Dan Njoroge ジェネラル・ダイレクター 
Mr. Matin Njage ジェネラル・ダイレクター 
Duncan M. Mbatha オペレーション・マネジャー 
 
(4) Bins Nairobi Ltd (PSP) 
Mr. Harvard Macharia  
 
 
 

－ 80 －

２．主要面談者リスト



(5) Colnet (PSP) 
Mr. Chege Kariuki マネージング・パートナー 
Ms Mamet Chege  
 
(6) CBO ERIKK 
Mr. Victor Erick Odvor チェアマン 
Mr. Swaleh Randa セクレタリー 
Mr. John Karanja  
 
(7) CBO Clean Vision 
Ms. Rosemary Wanjiru Kinunu チェアレディ 
Mr. Zablon Karingi, Muthaka セクレタリー 
 
2. 世界銀行 
Mr. Andreas Rohde アフリカ 都市＆水セクション 
Ms. Pascaline Ndungi ケニア事務所所員 
Mr. James Nguuri Karuiru コンサルタント 
 
3. 日本側面談者 
(1) 在ケニア日本国大使館 
寺田 達志 特命全権大使 
羽井佐 幸宏 一等書記官 
 
(2) JICA ケニア事務所 
江口 秀夫 所長 
花井 淳一 次長 
山中 祥史 所員 
John N. Ngugi ローカルスタッフ 
 
(3) プロジェクト専門家 
前田 剛和 総括／廃棄物管理 
貴戸 東 廃棄物収集・運搬 2 
岡本 晋介 CBOs 連携／大衆啓発 
小川 武彦 財務管理 
辻 桂子 業務調整／CBOs 連携／大衆啓発 
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ターゲットグループ：ナイロビ市役所(CCN)環境局(DoE) 対象地域：ナイロビ市

Ver.　1.0
プロジェクトの概要 指標 入手手段 外部条件

上位目標

ナイロビ市の廃棄物運搬・収集サービスが拡大する。 ・廃棄物収集エリアの増加

・フランチャイズ制ゾーンの増加

・CBOs収集地区の増加

・大衆参加の拡大

プロジェクト目標

CCNの廃棄物管理に係るキャパシティが向上する。 ・廃棄物収集率の増加

・ナイロビ市全体の廃棄物収集量の増加

成果

1. CCNの廃棄物収集・運搬に係るキャパシティが向上する。 ・CCNによる直接収集及び委託契約収集の廃棄物収集量
の増大
・廃棄物収集運搬に係るガイドライン

・廃棄物の違法ダンプサイト数の減少

2. CCNの廃棄物収集・運搬における民間との連携にかかるキャパシ
ティが向上する。

・フランチャイズ制導入のためのガイドライン

・フランチャイズゾーンにおける廃棄物収集量の増大

3. CCNの廃棄物収集・運搬におけるCBOsとの連携にかかるキャパシ
ティが向上する。

・CBOs連携にかかるガイドライン

・パイロットプロジェクト地区における違法ダンプサ
イト数の減少

4. DoEの財務管理にかかるキャパシティが向上する。 ・廃棄物特別会計の財務諸表

・財務改善のための提言

5.DoEの課題やロードマップが明確化される。 ・廃棄物管理改善に向けた改定ロードマップ

・CCNが廃棄物管理に対して十分な
予算を配置する。

・分権化後のカウンティー制導入後
も、組織構造が大きく変化しない。
・ケニア政府の廃棄物管理に対する
政策が変化しない。

・プログレスレポート
・プロジェクト完了報告書
・DoEの活動報告書

・プログレスレポート
・プロジェクト完了報告書
・DoEの活動報告書

・プログレスレポート
・プロジェクト完了報告書
・DoEの活動報告書

・プログレスレポート
・プロジェクト完了報告書
・DoEの活動報告書

PDM（2011年11月xx日）（英語版より仮訳）
プロジェクト名　　：ナイロビ市廃棄物管理能力向上プロジェクト プロジェクト期間：4年間

・プログレスレポート
・プロジェクト完了報告書
・DoEの活動報告書
・プログレスレポート
・プロジェクト完了報告書
・DoEの活動報告書
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活動 外部条件

1. CCNの廃棄物収集・運搬キャパシティ向上

1) 現在のCCNによる廃棄物収集・運搬状況を確認する。

2) 廃棄物収集・運搬の改善計画を作成する。

3) 改善計画に基づく活動を実施する。

4) 改善計画に基づく活動をモニタリング・評価・フィードバックす
る。

2. CCNの民間連携キャパシティ向上

1) 民間のライセンス業者による現在の廃棄物収集・運搬状況を確
認・レビューする。

4) 課題解決に対して必要なアクションを整理・実施する。

5) パイロットプロジェクトを実施する。

6) パイロットプロジェクトをモニタリング・評価し、他ゾーンへの
展開に向けフィードバックする。

3. CCNのCBOs連携キャパシティ向上

1) スラム地域における廃棄物収集の課題を確認し、廃棄物収集及び
啓発活動を目的としたCBOs連携のパイロットプロジェクトをデザイ
2) CBOs連携による廃棄物収集のパイロットプロジェクト地区を選定
し、パイロットプロジェクトのデザインについてコンサルテーショ

3) CBOs連携による廃棄物収集のパイロットプロジェクトを実施す
る。

4) パイロットプロジェクトのモニタリング・評価を行い、CBOs連携
収集の拡大に向けた提言を行う。

4. DoEの財務管理キャパシティ向上 前提条件

1) CCNの廃棄物関連活動の収入・支出を確認・レビューする。

2) 廃棄物特別会計の導入計画を作成する。

3) 廃棄物特別会計導入計画に基づく活動を実施する。

4) 廃棄物特別会計の状況をモニターし、会計報告をする。

5) 会計報告に基づく分析を行い、財務状況改善への提言を行う。

5. DoEの課題の明確化

1) 本プロジェクトにより実施された収集・運搬活動のレビューを行
う。

2) 廃棄物管理に係るCCNのロードマップを改定し、よりよい廃棄物
管理に向けた提言を行う。

・ナイロビ市役所がプロジェクト活
動予算を確保する。

3) パイロットプロジェクト実施における課題（法的措置、財務分
析、ゾーンの選択、民間業者・CBOsとの調整）を整理する。 ２．ケニア側

(1)C/Pの配置
(2)専門家オフィススペース
(3)ローカルコスト負担

・適切な数のC/Pが配置される。

投入

１．日本側
(1)専門家派遣
　-総括/廃棄物管理
　-廃棄物収集・運搬
　-CBOs連携/大衆啓発
　-財務管理
(2)トレーニング
　年2名程度
(3)ローカルコスト負担
(4)供与機材
  PC、プリンタ、査察車両、その他

・民間業者やCBOsがCCNの廃棄物収
集活動に協力する。

2) フランチャイズ制の導入及び啓発活動を目的としたパイロットプ
ロジェクトをデザインする。
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Annex 1: Project Design Matrix

Duration of Project : 4 years
Implementing Agency : Department of Environment (DoE), City Council of Nairobi (CCN) Target Area : Nairobi City
Target Group : Department of Environment (DoE), City Council of Nairobi (CCN) Date: Nov. 2011 Ver. 1.0

Narrative Summary Verifiable Indicators Means of Verification Important Assumption
Overall Goal

-Increase in waste collection coverage area
-Expansion of franchised collection zones
-Expansion of CBOs collection zones
-Increase in public participation

Project Purpose
Capacity of CCN on solid waste management is strengthened. -Increase in waste collection level -Progress Report

-Project Completion Report
-Operation report of DoE

Outputs
-Progress Report
-Project Completion Report
-Operation report of DoE

-Guideline for introduction of franchise system for
solid waste collection and transportation

-Progress Report
-Project Completion Report

-Increase in waste collection amount in franchse
zones

-Operation report of DoE

-Progress Report
-Project Completion Report
-Operation report of DoE

-Financial statements on SWM Special Account -Progress Report
-Project Completion Report
-Operation report of DoE

-Revised roadmap for improvement of SWM -Progress Report
-Project Completion Report
-Operation report of DoE

5. Challenges and roadmaps of DoE is clarified.

4. Capacity of DoE on financial management is strengthened.

Waste collection and transportation services in Nairobi City is expanded
by CCN

-Increase in waste collection amount in whole
Nairobi City

Project Name : Project for Capacity Development of Solid Waste Management of Nairobi City

2. CCN's capacity is strengthened in terms of involvement of private
sector for solid waste collection and transportation.

3. CCN's capacity is strengthened in terms of involvement of CBOs for
solid waste collection and transportation.

1. Capacity of CCN on solid waste collection and transportation is
strengthened.

-Increase in waste collection amount by CCN's
direct operation and subcontractors' operation

-Recommendation on better financial management

-CCN will continue to allocate
enough budget for SWM
activities.

-Institutional framework will
not change greately under the
County system after the
Devolution.
-Policy of Kenyan Government

-Guideline for CBOs involvement in waste
collection
-Reduced illegal dumping points in pilot project
area

-Guideline of waste collection and transportation
-Reduced number of illegal solid waste dumpsite

－
84

－



2/2

Activities of the Project
1. Collection and Transportation Capacity of CCN
1-1 To confirm the current waste collection and transportation system
operated※１ by CCN
1-2 To draft the improvement plan of collection and transportation

1-3 To conduct improvement activities based on the plan
1-4 To monitor, evaluate and feedback the result of improvement
activities
2. Private Sector Involvement Capacity
2-1 To confirm the current waste collection and transportation operations
conducted by private service providers (PSPs)
2-2 To design a pilot project for the purpose of introduction of franchise
system and awareness raising
2-3 To list up challenges for implementation of the pilot project (legal
arrangement, financial analysis, zone selection, coordination with PSPs
and CBOs, etc)
2-4 To draw needed actions for tackling the challenges and to take
necessary measures
2-5 To implement the pilot project
2-6 To monitor, evaluate and feedback the result of pilot project for future
expansion into other zones
3. CBOs Involvement Capacity
3-1 To confirm problems of waste collection in slum areas and to draft
pilot project of CBOs involvement in waste collection including awareness
raising
3-2 To select the areas for pilot project of CBOs involvement in waste
collection, and to consult on design of pilot project
3-3 To implement pilot project of CBOs involvement in waste collection
3-4 To monitor and evaluate the pilot project and to make
recommendations for further expansion of CBOs involvement in waste
collection
4. Financial Management Capacity
4-1 To confirm the income and expenditure of solid waste management
4-2 To draw the plan for operationalizing SWM Special Account
4-3 To implement the plan for operationalizing SWM Special Account Precondition
4-4 To monitor the SWM Special Account and to prepare financial report
4-5 To analyze the report and to make recommendations for improvement
of financial status
5. Clarification of Challenges/Roadmaps
5-1 To review collection and transportation activities implemented under
5-2 To re-design a roadmap of CCN and to make recommendations for
better solid waste management

Inputs

2. Kenyan Side
(1)Counterpart personnel including administrator
(2)Office space, meeting room
(3)Local cost

※１ "Operated" here means CCN's direct collection and CCN subcontractors' collection

-Adequate number of
counterpart personels are
appropriately assigned.
`-CCN allocates project activity
cost

-Private sectors and CBOs will
cooperate with CCN on waste
collection

1.Japanese Side
(1)Japanese Experts
  -Chief advisor/solid waste management
  -Waste collection and transportation
  -CBOs coordination / public participation
  -Financial management
(2)Training
  two persons / year
(3)Local cost
(4)Equipment and Materials
  PCs, printers, vehicles for inspection, other materials needed for pilot project

－
85

－



ケニア国ナイロビ市廃棄物管理能力向上プロジェクト 中間レビュー 評価グリッド 

実績の検証 

評価項目 評価設問 評価結果 

投入の

実績 

  

日本側 

1. 日本人専門家派遣   

2. 機材 

3. 本邦研修 

4. プロジェクトの運営

経費 

投入量、投入の質及び時期は計画通りだったかを確認する。 1. 日本人専門家派遣：7人(46.16 MM(2013 年度まで)) 

 総括／廃棄物管理、廃棄物収集・運搬 1、廃棄物収集・運搬 2、CBOs 連携／大衆啓発、財務管理、

業務調整／廃棄物収集・運搬、業務調整／CBOs 連携／大衆啓発 

2. 機材（PC、プリンター、車両、その他）約 800 万円（2013 年 12 月現在） 

3. 本邦研修(2012 年度：2名、2013 年度：2名) 

4. プロジェクトの運営経費 約 1,338 万円(2013 年 12 月現在) 

ケニア側 

1. カウンターパート 

2. 施設・建物 

3. 管理運営経費  

1. カウンターパート（C/P）：8人 

2. 施設・建物：プロジェクト事務所 

3. 管理運営経費：光熱費等 

成果の

達成度 

  

成果 1： 

NCC の廃棄物収集・運搬

に係るキャパシティが向

上する。 

指標 1-1「NCC による直接収集及び委託契約収集の廃棄物収集量

の増大」は達成される見込みか。 

中間レビュー時には、まだ本指標の達成見込みを予想するのは時期尚早である。 

中間レビューの時点では、廃棄物収集運搬に関するいくつかの調査の実施や計画の策定が行われ

ている。これらの調査結果を基に、NCC による廃棄物運搬車の調達（2014 年 1月末に納品予定）や

カロレニ清掃事務所の施設の改善など、いくつかの成果が見られている。NCC は 34 台の廃棄物運搬

車を調達予定であり（25 台のトラックは既に調達済み）、NCC による直接収集は大きく増加するこ

とが見込まれる。 

 

本指標は、プロジェクト開始前のベースラインデータからの増減によって判断される。この指標

のための統計は定期的に取られていないため、根拠を基に指標の達成度を測ることが難しい。 

 

本指標のベースラインデータは、2009 年時点での推計値で、NCC による直接収集は 30 t/日、委

託収集：450 t/日である。また、2012 年時点計測値（2012 年 4月 30 日〜5 月 27 日）では、NCC に

よる直接収集：26 t/日である（委託収集不明）。 

もし、2014 年 7月以降には常勤 C/P がプロジェクトに配属されれば、本統計データ収集に係る技

術移転も行われ、本統計は取得が可能と見込みである。 

指標 1-2「廃棄物収集運搬に係るガイドライン」は作成が行われ

ているか。 

 本ガイドラインの作成は、中間レビューの時点ではまだ開始されていない。PO によれば、本成果

品は 2015 年 1月までに完成の予定である。 

指標 1-3「廃棄物の違法ダンプサイト数の減少」は達成される見

込みか。 

 本指標については、モニタリングが継続中である。フランチャイズ制導入パイロットプロジェク

トの実施予定地区における不法投棄場の場所の特定が行われ、不法投棄場は 24 ヵ所あることが判

明している。大規模なのはスラムにあった 2ヵ所である。プロジェクト期間中、この不法投棄場所

の増減がモニタリングされる予定となっている。中間レビュー時点ではフランチャイズ制パイロッ

トプロジェクトが開始されていないが、もしフランチャイズ制が導入されれば、NCC によって不法

投棄場の廃棄物は一斉に撤去される予定となっており、さらにその後は新たな不法投棄も 0に近づ

く見込みである。 

成果 2： 

NCC の廃棄物収集・運搬

指標 2-1「フランチャイズ制導入のためのガイドライン」は作成

が行われる見込みか。 

本ガイドラインの作成は、中間レビューの時点ではまだ開始されていない。PO によれば、本成果

品は、2015 年 12 月までに完成の見込みである。 
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における民間との連携に

係るキャパシティが向上

する。  

指標 2-2「フランチャイズゾーンにおける廃棄物収集量の増大」

は達成される見込みか。 

中間レビュー時には、まだパイロットプロジェクトは開始されていないため、本指標の達成見込

みを予想するのは時期尚早である。 

フランチャイズ制を導入するために、関連調査の実施、ステークホルダー会議の開催、PQ の実施、

入札資料の作成が行われた。パイロットプロジェクトは 2014 年 7 月に開始される計画である。 

本指標は、プロジェクト開始前のベースラインデータからの増減によって判断される。本指標の

ベースラインデータは、2012 年時点推計値で、91%（発生量：128 t/日、収集量：117 t/日）であ

る（ただし、不法投棄はカンゲミ（Kangemi）の 11t/日のみでキリマニ（Kilimani）、キレレシュ

ワ（Keleleshwa）においてはない、と仮定した場合の数字）。パイロットプロジェクトが 2014 年 7

月より開始予定であり、委託を受けた PSP よりレポートが提出される予定なので、終了時評価時に

は指標値の入手が可能になる見込みである。 

成果 3： 

NCC の廃棄物収集・運搬

における CBOs との連携

に係るキャパシティが向

上する。 

指標 3-1「CBOs 連携にかかるガイドライン」は作成される見込み

か。 

本ガイドラインの作成は、中間レビューの時点では、まだ開始されていない。PO によれば、本成

果品は、2015 年 3 月までに完成の予定である。 

指標 3-2「パイロットプロジェクト地域における違法ダンプサイ

ト数の減少」は達成される見込みか。 

 CBO に対する聞き取り調査の結果、CBO がパイロット地域においていくつかの不法投棄場所を清

掃した。それによって、地域住民はその活動に興味を持ち、本プロジェクトの活動によって CBO の

顧客が増加した。しかしながら、CBO のメンバーは、もし NCC が中央収集地点から収集してくれな

ければ、将来的に不法投棄場所は増加する可能性があると、懸念を示している。NCC の収集の改善

は、成果 1で達成を目指していることであり、本プロジェクトのそれぞれの成果間で、協調して行

っていく必要がある。 

対象地域における不法投棄の場所の特定が行われ、不法投棄場は 7ヵ所あることが判明している。

プロジェクト期間中、この不法投棄場所の増減がモニタリングされる予定である。 

しかしながら、不法投棄場所の減少は、主に NCC の廃棄物収集運搬の努力に負っており、本指標

は本成果の達成度を評価するのには適切ではない。そのため、本指標の改定を検討する必要がある。 

成果 4： 

DoE の財務管理に係るキ

ャパシティが向上する。  

指標 4-1「廃棄物特別会計の財務諸表」は作成される見込みか。  本指標は達成される見込みである。廃棄物特別会計は 2014 年 1 月に開設され、財務諸表は

2014-2015 年の会計年度に準備される見込みである。 

指標 4-2「財務改善のための提言」は行われる見込みか。  財務改善のための提言は、中間レビューの時点ではまだおこなわれていない。PO によれば、本成

果品は 2015 年 5月に完成の見込みである。 

成果 5： 

DoE の課題やロードマッ

プが明確化される。 

指標 5-1「廃棄物管理改善に向けた改定ロードマップ」は作成さ

れる見込みか。 

改定ロードマップの作成は、中間レビューの時点では、まだ開始されていない。PO によれば、本

成果品は 2015 年 9 月までに完成の予定である。 

プロジ

ェクト

目標達

成度 

NCC の廃棄物管理に係る

キャパシティが向上す

る。 

指標 1「廃棄物収集率の増加」は達成される見込みか。  中間レビューの時点では、本プロジェクト目標の指標の達成見込みを予想することは困難であ

る。 

本プロジェクトの実施においては、1) 日常業務があることによって C/P の活動参加が限定的、

2) 選挙後の NCC の組織変更に起因する手続きの遅れ、3) パイロットプロジェクトにおけるステー

クホルダー間の調整が難航など、様々な問題があった。そのため、フランチャイズ制導入や、CBOs

との連携のパイロットプロジェクトにも遅れが見られている。 

ただし、新しい知事に対する直接の改善要求の後、5人の常勤 C/P の配属が約束されたことから、

パイロットプロジェクトにおいて現状レベルの投入が行われた場合、1)については改善が期待され

る。 

 

本プロジェクトはパイロットプロジェクトが実施されるに留まっており、NCC による直接収集が

改善されたとしても、本プロジェクトの活動期間内に、ナイロビ市全体の廃棄物収集量に対してイ

ンパクトを与えることは難しい。そのため、指標と実際の活動には差異があると見られる。これら

2 つの指標については見直しを検討する必要がある。 

指標 2「ナイロビ市全体の廃棄物収集量の増加」は達成される見

込みか。 
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指標 1のベースラインデータは、2009 年時点の推計値で、33%（発生量：1850 t/日、収集量：610 

t/日）である。マスタープランでは 2015 年に 49％までの増加を目指している。 

指標 2のベースラインデータは、2009 年時点推計値で、収集量：610 t/日である。 

これら指標のための統計は定期的に取られていない。これらの統計の収集のためのシステムの確

立が提言される。 

上位目

標達成

見込み 

ナイロビ市の廃棄物運

搬・収集サービスが拡大

する。 

指標 1「廃棄物収集エリアの増加」は達成される見込みか。  パイロット・サイトでの活動を開始したばかりであり、これらの上位目標の指標の達成見込みを

見るには時期尚早である。 指標 2「フランチャイズ制ゾーンの増加」は達成される見込みか。

指標 3「CBOs 収集地区の増加」は達成される見込みか。 

指標 4「大衆参加の拡大」は達成される見込みか。 

前提条件 適切な数の C/P が配置される。  C/P は兼務であるため、その主体的な取り組み・関与が見られていなかった。しかし、現在では

C/P の積極的な関与が見られていること、新たに就任した知事への直接の改善要求によって、2014

年度には常勤 C/P を 5 人貼り付けるなどの約束を取り付けたなど、中間レビュー時には改善の兆し

が見られた。 

ナイロビ市役所がプロジェクト活動予算を確保する  C/P への聞き取り調査では、NCC は十分な予算を割り当てていないとの回答があった。 

しかしながら、市の財政局長は 2014 年度には常勤 C/P の配属のための予算割り当てを約束して

おり、その準備も進められている。また、NCC は 34 台の廃棄物運搬車を調達予定であり、その予算

も割り当てられた。 

 

実施プロセスの検証 

評価項目 評価設問 評価結果 

活動・投入の進捗状況 活動・投入はケニア側と日本側が合意した計画に沿って実施され

ているか。 

 本プロジェクトの実施においては、1) 日常業務があることによって C/P の活動参加が限定的、

2) 選挙後の NCC の組織変更に起因する手続きの遅れ、3) パイロットプロジェクトにおけるステー

クホルダー間の調整が難航したことなど、様々な問題があった。そのため、フランチャイズ制導入

や、CBOs との連携のパイロットプロジェクトにも遅れが見られている。 

また、CBO との連携に関して、パイロットプロジェクトサイトが当初計画の 2 サイトから 1 サイ

ト（キベラ）となっている。 

技術移転の方法 技術移転が C/P に対して的確に行われたかどうか。 下記の機会を通じて技術移転が行なわれている。 

1. 事業実施における計画策定の共同作業 

2. 事業実施の共同作業 

3. チームミーティング、セミナー、ワークショップを通じた意見交換 

 C/P に対する聞き取り調査によれば、技術移転の方法については、特に問題は見られていない。 

ステークホルダーの関係 

  

定期会議、運営調整委員会が開催され、課題解決のために機能し

ているか。 

日常的に C/P と関わり、本プロジェクトの活動に関する協議や工程管理ができる体制を構築し、

本プロジェクトの業務を日常業務に組み込む工夫をしている。 

運営調整委員会（JCC）は、選挙後の組織改編によって参加者が大きく変わったことなどの制約

要因があり、十分に機能していない。NCC の組織改編に伴い、以前は地方自治省の次官が JCC の議

長であったが、NCC の環境審議官が就くことになっており、NCC 内や他のステークホルダー間の情

報共有や意思決定の場として活用されることが期待される。 

日本人専門家とC/P間で相互コミュニケーションは十分に行われ

ているか。 

 日本人専門家と C/P 間では日常的な業務上のコミュニケーションが行われており、専門家の不在

時にも業務が機能するようになっている。 

日本人専門家間でも十分なコミュニケーションが取られており、専門家が不在時でも他の専門家

がその分野をカバーするなどをして、プロジェクトの運営の継続性を確保するような専門家の貼り

付けとなっている。 
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プロジェクト管理のための指揮命令系統や役割分担ができる体

制が構築されているか。 

 市（C/P）においては DoE 長をトップとして指揮命令系統、役割分担は、計画上は明確であるが、

実際の専門家、C/P の役割分担が不明確であり、十分に機能していないとの指摘が C/P よりあった。

これは、他ドナーの様にローカルコンサルタントに業務を委託するやり方と異なり、日本人専門家

が C/Pと共同作業をする過程で技術移転を行うという日本の技術協力についての理解の不足が起因

していると推測される。 

JICA(在外事務所)とプロジェクト間のコミュニケーションは良

好に行われているか。 

適宜、プロジェクトの進捗を報告しており、コミュニケーションは良好である。 

相手国実施機関のオーナーシップ 

  

ケニア国実施機関関係者、C/P はプロジェクト活動に十分参加し

ているか。 

C/P が会議や現場視察などの日々の業務で多忙を極めており、本プロジェクトの活動に本腰を入

れて取り組むことが難しい状況にあった。ただし、徐々に改善の傾向が見られており、以前と比べ

て積極的なプロジェクト活動への参加が見られている。 

また、知事に対して直接改善を申し入れた結果、常勤 C/P の配置や C/P への残業代の支払いが約

束されたため、今後の改善が期待される。 

先方予算は計画通り確保、支出されているか。  2013-2014 年度も「廃棄物管理公社準備室」の立ち上げのための予算申請をしていたが、予算配

分はゼロであった。ただし、中間レビュー時には、2014-2015 年度の「廃棄物管理公社準備室」に

係る予算の割り当て準備が DoF を通じて行われていること、割り当てられていた廃棄物運搬車の予

算が執行されていたことなど、改善の傾向が見られている。 

ケニア政府は、本プロジェクトの内容をよく理解しているか。  主管である土地・住宅・都市開発省は JCC も主導し、その他重要な会議にも出席するなど、本プ

ロジェクトの内容をよく理解していたと思われる。また、実施機関である DoE でも本プロジェクト

の内容は良く理解されている。 

他ドナーとの協調 他ドナーの協力内容や本プロジェクトとの協力関係を確認する。  中間レビューの時点では、他のドナーとの協力関係は特に見られていない。ただし、世界銀行が

実施を計画している「Nairobi Metropolitan Service Improvement Project」では、ナイロビ市周

辺の都市部における廃棄物管理がプロジェクトの内容に含まれている(ただし、JICA がナイロビ市

で活動していることを理解しており、ナイロビ市は TOR に含まれていない)。そのため、今後の連

携の可能性がある。 

実施プロセスにおける留意点・阻害

要因 

実施機関の組織改編、人事異動等がプロジェクトの実施プロセス

に影響を与えたかを確認する。 

資金管理の C/P が 2度にわたり変更になり、その都度最初から業務内容を説明する必要があった。 

大統領選挙、国政選挙が行われ、市の組織が変更された。このため、C/P の本プロジェクトへの

関与も組織改編の影響を受けて、十分とは言えない状況にあった。その結果、フランチャイズ制導

入パイロットプロジェクトの開始が当初予定より、半年以上遅れている。 

選挙後に市の組織が変更された結果、新たに知事が就任した。そのため、プロジェクトの内容が

2013 年 12 月の直接改善要求時まで十分に把握されていなかった。 

選挙後に NCC の新たな承認システムに関して誰も十分に把握していなかった。そのため、「廃棄

物管理特別会計」の開設の承認がほぼ 1 年遅れた。 

プロジェクトの実施プロセスで生じている問題があったかどう

かについて確認する。 

 選挙前後のスラムでの治安悪化への懸念から CBO連携パイロットプロジェクトについては実施時

期を遅らせることとなった。 

 

 

評価項目  評価設問  評価結果 

妥当性 必要性 

  

プロジェクト目標とケニア側（ターゲット・グループ）のニーズ

は一致しているか。 

 本プロジェクトは、ターゲットである NCC のニーズと一致している。 

現在の廃棄物の収集方法は、①NCC が直営で収集するもの、②NCC から委託を受けた民間業者が

収集するもの、③ライセンスを持っている民間業者が自由に消費者と契約をして収集するという 3

形態が存在している。しかし、これらが NCC の能力不足によって十分に管理されておらず、効率の

悪い収集・運搬となっている。そのため、廃棄物が都市衛生上の大きな問題となっている。 
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プロジェクト目標と対象地域・社会のニーズに合致しているか。  本プロジェクトは、対象地域・社会のニーズと一致している。 

 ケニア国の首都であるナイロビの人口の増加が見込まれている（304 万人（2009 年）から 594 万

人（2030 年）。そのため、ナイロビの廃棄物の発生量は 2009 年には 1,848 t/日であったが、2030

年には 3,990 t/日まで増加することが予想されている。現存の処分場の容量の問題やその投棄方法

による環境の汚染に加え、低所得者居住地域での収集・運搬が不十分であることから、都市衛生上

の問題となっている。そのため、適正な廃棄物管理体制を確立することが急務となっている。 

優先度 

  

上位目標及びプロジェクト目標が国家開発計画、セクター計画、

その他の関連政策に照らして妥当であるか。 

 本プロジェクトは、ケニア国の廃棄物管理の政策と一致している。 

ケニア国の国家開発計画「Vision 2030」では、持続的な成長のために環境保全が重要視され、

都市部における汚染対策及び廃棄物管理体制の改善が必要としている。特に、ナイロビ市の既存の

ダンドーラ最終処分場の閉鎖、新規最終処分場の建設及び廃棄物管理体制の確立は最優先事業とし

て位置づけられている。 

プロジェクト目標が日本の援助政策、JICA 国別事業実施計画に照

らして整合性はあるか。 

 本プロジェクトは、我が国の援助政策との整合性が高い。 

2012 年 4 月に作成されたケニア国ローリングプランにおいて、本プロジェクトは優先分野である

「水と衛生／環境」、開発課題「環境モニタリングの能力改善」の下にある環境管理能力改善プロ

グラム」に位置づけられている。 

手段としての適切性 

  

プロジェクトのアプローチは適切であったか。  本プロジェクトのアプローチは適切である。NCC のみで廃棄物処理を行うことは現実的に不可能

である。本プロジェクトは、マスタープランの内容に沿った、フランチャイズ制の導入、CBOs との

連携、廃棄物特別会計などに取り組んでおり、その内容の妥当性は高い。 

他ドナーとの援助協調において、どのような相乗効果があったか。  特になし。 

ターゲットグループ以外への波及は発現しているか、また今後の

可能性はどうか。 

 ターゲットグループ以外への波及効果の発生を確認することは難しい。 

当初、ゾーン 7のフランチャイズ制の導入の活動は、他の地域への波及を検討していた。ただし、

パイロット活動の遅れから、他のゾーンへの波及は、本プロジェクト期間内では難しいと見られる。 

効果の受益や費用の負担が公平に分配されたか。 本プロジェクトでは、利用者間での費用の分担を試みている。 

「内部補助制度（クロスサブシディ）」の考え方を適用することにより、高所得者が低所得者の

廃棄物収集料金を負担するというシステムをフランチャイズ制導入パイロットプロジェクトの中

で実施することによって、利用者間で費用を公平に分担しよう試みている。 

CBO が収集する廃棄物は顧客となっている家庭のごみのみであるが、クリーンアップ活動等を通

じて地域全体の清掃を行っている。顧客以外の住人やクリーンアップに参加しない住民もいるが、

コミュニティ全体としては公平に努力している。 

JICA の技術協力プロジェクトの経験は活かされているか。 本プロジェクトは、JICA の技術協力プロジェクト等の経験が活かされている。 

本プロジェクトは、開発調査「ナイロビ市廃棄物管理計画調査」及び「ナイロビ市総合的廃棄物

管理計画に係る協力プログラム準備調査」の成果を基に、そのプロジェクトの内容が検討されてい

る。 

日本の経験が活かされているか。  本プロジェクトは、我が国の経験が活かされている。 

廃棄物処理技術の開発は日本の各地方自治体で鋭意取り組んでいるものであり、本プロジェクト

でも、北九州市での本邦研修等を通じ、我が国の廃棄物行政の取り組みについての技術移転がなさ

れるなど、特に収集・運搬の民営化の経験や、廃棄物管理のための組織及び予算管理の経験は、本

プロジェクトに有効に活用されている。 

その他 プロジェクト開始以降のプロジェクトを取り巻く環境（政策、経

済、社会など）の変化はあったか。 

大統領選挙、国政選挙が行われ、市の組織が変わったことにより、市にあった 16 の局が 9に統

合されたり、NCC のトップが交代する事態となったりするなど、プロジェクトの進捗への影響が懸

念されている。 

ウェスト・ゲート・モールのテロ事件があるなど、治安が悪化している。 
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有効性  プロジェクト目標の達

成度 

プロジェクト目標は達成見込みであるか。 中間レビューの時点では、プロジェクト目標の達成見込みを予想することは困難である。 

本プロジェクトの実施においては、1) 日常業務があることによって C/P の活動参加が限定的で

あること、2) 選挙後の NCC の組織変更に起因する手続きの遅れ、3) パイロットプロジェクトにお

けるステークホルダー間の調整が難航したことなど、様々な問題があった。そのため、フランチャ

イズ制導入や、CBOs との連携のパイロットプロジェクトにも遅れが見られている。 

ただし、新しい知事に対する直接の改善要求の後、5 人の常勤 C/P の配属が約束されたことから、

パイロットプロジェクトにおいて現状レベルの投入が行われた場合、1)については改善が期待され

る。 

プロジェクト目標の指標の設定は適切か。  パイロット地区での活動はナイロビ市の一部のみで実施予定であることから、ナイロビ市全体の

廃棄物収集量の増加という指標は、本プロジェクトの成果を測るものとしてはやや適切ではないと

考える。 

因果関係 

 

 

プロジェクトの成果はプロジェクト目標達成に貢献しているか。

（プロジェクト目標の達成は成果によって引き起こされたもの

か。） 

 プロジェクトの成果はプロジェクト目標達成に貢献する見込みである。 

本プロジェクトは、NCC による収集運搬の改善（成果 1）、民間企業を巻き込む収集運搬の改善

（成果 2）、CBOs と連携した収集運搬の改善（成果 3）を行い、NCC におけるごみ収集運搬の総合

的な改善を目指している。加えて、DoE の財務改善（成果 4）や DoE の課題が明確にされる（成果 5）

ことにより、収集運搬活動を支える土台の強化を図る。プロジェクト目標の達成は、これらの成果

を基に引き起こされるものである。 

その他プロジェクト目標達成のために必要な要因はあるか。  特になし。 

【外部条件】NCC が廃棄物管理に対して十分な予算を配置してい

るか。 

 NCC は、2013 年度の「廃棄物管理公社準備室」の立ち上げのための予算配分が行われていないな

ど、予算は十分に確保されていない。そのため、外部条件を満たしていなかった時期があった。 

その他の外部条件はあるか。  特になし。 

プロジェクト目標達成の阻害・貢献要因は何か  プロジェクト目標の達成に困難な要因 

1) 十分な C/P 数が配置されていないほか、現在配置されている C/P も他の業務との兼ね合いから、

プロジェクトの活動に集中して行う状況になかった。そのため、パイロットプロジェクトの開始

時期に遅れが見られている。 

2) ダンドーラ最終処分場は、深い泥道のせいで特に雨の日の PSP による利用が避けられ、不法投

棄がなくならない傾向にある。そのため、廃棄物の収集・運搬が改善を試みても、その処分が改

善されない限り十分な成果でない可能性があり、現処分場の改善は緊急を要する(円借款で整備

が検討されているルアイ最終処分場の建設計画は中断している。) 

3) 廃棄物運搬車が円借款で及び NCC の予算で調達される予定だったが、その調達が遅れたために、

NCC の直営の廃棄物収集運搬活動の改善のほか、CBOs との連携活動などにも影響が出ている。 

 

プロジェクト目標の達成に貢献した要因 

1) 開発調査「ナイロビ市廃棄物管理計画調査」及び「ナイロビ市総合的廃棄物管理計画に係る協

力プログラム準備調査」の成果を基に、そのプロジェクトの内容が検討されており、廃棄物管理

に関するほとんどの問題がすでに整理されている。 

2) 新たに就任した知事への直接の改善要求により、常勤 C/P の配置が認められ、「廃棄物管理特

別会計」の口座開設が承認されたこと。 

効率性 成果の達成度 

  

成果を達成するため、十分な活動が計画通り行われているか。阻

害要因があるとすれば何か。 

 成果を達成するために、活動は計画通りに行われているが、以下のような理由で十分な成果が得

られていない。 

1) 廃棄物運搬車の燃料やスペアパーツの費用が時々十分に割り当てられないことがあった。 

2) PSP やパイロット地区の住民に、新しいフランチャイズ制の導入について十分に理解してもらう
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プロジェクトの実施プ

ロセスの効率性に影響

を与えている要因 

その他効率性の阻害した要因はあるか。 

  

 2013 年 3 月に総選挙があり、治安悪化の懸念からパイロットプロジェクトの開始を延期すること

となった。 

CBO 連携パイロットプロジェクトの実施では、連携を図ろうとした CBO が当初の見込みと異なり、

結局実施した 1地区のスラムでのプロジェクトを中断せざるを得なかった。 

DoE に適切な計画がないため、廃棄物運搬車両に係る予算確保ができておらず、車両台数、部品、

燃料などが慢性的に不足しており、廃棄物運搬車の稼働率が低い。 

資金管理に関する C/P が頻繁に変更になる。 

ゾーン 7 特に高所得地域（キリマニとキレレシュワ）におけるフランチャイズ制導入のための会

議への参加率が低い。フランチャイズ制導入は新しい活動であり、様々な課題があるため、住民へ

の啓発活動は、パイロットプロジェクトの成功ための主要なパートである。啓発活動の遅れは、将

来的に活動の進捗に影響が出る可能性がある。 

インパ

クト 

上位目標の達成見込み 上位目標は達成される見込みか  プロジェクトはまだ中間レビューの段階であり、その活動にやや遅れが見られているため、上位

目標の達成見込みを予想するのは時期尚早である。 

上位目標達成により開発政策等へのインパクトは見込めるか。  本プロジェクトは、まだケニア国の開発政策等に影響を与えるに至っていない。 

プロジェクト目標から上位計画に至るまでの外部条件「分権化後

のカウンティー制導入後も、組織構造が大きく変化しない」、「ケ

ニア政府の廃棄物管理に対する政策が変化しない」は現時点にお

いても正しいか。 

プロジェクト目標から上位計画に至るまでの外部条件は、現在でも正しいと考えられる。 

その他上位目標の達成を阻害する要因はないか。  特になし 

因果関係 上位目標とプロジェクト目標が乖離していないか。プロジェクト

目標の達成が、上位目標の達成に寄与するか。 

 プロジェクトはまだ中間レビューの段階であり、多くの活動に遅れが見られているため、上位目

標とプロジェクト目標の乖離を判断するのは時期尚早である。 

波及効果 その他上位目標以外の正負の効果・影響があるか。  特になし。 

持続性 政策・制度面 政策支援は協力終了後も継続される可能性は高いか。  政策・制度面の持続性は高い。 

ケニア国の政策において廃棄物管理の重要性は高く、政策支援は継続されるものと見られる。 

パイロット・サイトでの活動は、その後の広がりを支援する仕組

みが担保されているか。 

フランチャイズ制導入や CBO連携に関するガイドラインがプロジェクト期間に作成される予定で

あり、プロジェクトで技術移転を行った常勤 C/P が配属となる予定である。そのため、普及のシス

テムは担保されている。 

組織面 協力終了後も継続的に活動及び成果を他地域に普及するに足る

組織能力はあるか（人材配置、人材の能力など）。 

組織面の持続性は中程度である。 

現在の人材配置では、現在でもプロジェクト活動に遅れが見られているため、協力終了後に活動

の継続を見込むのは難しいと判断される。ただし、知事が将来の廃棄物管理公社を見据えて常勤 C/P

の配置を約束していることなど、今後は改善される可能性がある。 

財政面 プロジェクトの活動継続に必要な財源は確保されているか。  財政面での持続性は中程度である。 

 時間は要したものの、「廃棄物管理公社準備室」の設立や廃棄物運搬車の調達などプロジェクト

活動に必要な予算や廃棄物運搬車の予算割り当てられる予定である。ただし、今後も NCC が財源の

確保を行うことができるのかどうかについては、現在では判断できない。 

 ただし、フランチャイズ制の導入が成功し、フランチャイズ料が「廃棄物管理特別会計」に定期

的に入ってくることになれば、財政面での改善が期待できるため、本プロジェクト活動の持続性も

改善される可能性がある。 

技術面 プロジェクトで用いた技術移転の手法は、C/P によって維持され

つつあるか。 

技術面での持続性はやや高い。 

C/P の中にはプロジェクトに主体的に取り組み始め、自ら学ぼうと言う意欲が見られ出している。

転属等の問題がなければ、習得した技術は維持可能と言える。 

  

ことが困難であり、住民の参加率も十分でなかったため、多くの説明会議が必要となった。 

3) NCC が、まれに CBO が収集した廃棄物の収集を依頼しても回収に来ないことがあり、CBO がその

廃棄物収集の顧客からの信用を失い、顧客数の増加が頭打ちになった。 

4) NCC の組織改編によって、承認されていた「廃棄物管理特別会計」の開設手続きが白紙となり、

再手続の手順も不明であったため、その開設が遅れた。 

各成果の指標の設定レベルは適切か。  成果に関しては指標の設定は概ね適切と見られる。 

投入の適正度 日本人専門家派遣人数、専門分野、派遣時期、期間は適切か。 計画の実施が遅れており、特にフランチャイズ制導入パイロットプロジェクトが当初、第 2 年次

中に開始される予定が第 3年次にずれ込んでいる。この結果、収集運搬の専門家の第 3 年次以降の

配置が少なく、このままでは、パイロットプロジェクトの実施に重大な影響を及ぼすことが考えら

れる。 

供与機材の仕様、種類、量、導入時期は適切か。 供与機材としては、CBO 連携に係わるスラム街の廃棄物収集運搬のための収集機材等が調達され

ている。しかし、プロジェクトの効果という点では、現在の投入量は限定的であり、今後、投入を

増やすことを検討する必要がある。 

本邦研修の派遣人数、資格、分野、研修内容、研修期間、受入時

期は適切か。 

C/P への聞き取り調査では、研修の内容な十分であるが、期間が短すぎるという指摘があった。

ただし、本邦研修は参加者の意見やその後のパフォーマンスを見ると、極めて有効であると思われ

る。より多くの研修生を本邦研修に参加させることが望ましい。本邦研修では年間に派遣できる人

数も限られているため、ケニア国内での研修も併せて行うことが望ましいとの指摘が C/P よりあっ

た。 

ケニア側の C/P の人数、配置状況、能力は適切か。 C/P は現在、日常業務に追われており、本プロジェクトに関わることを優先することは難しい。現

在は、パイロットプロジェクトの計画が主であったため、現在の人数で業務が消化できていたが、

今後実際のパイロットプロジェクトが開始された場合、人数という点においては十分ではないと言

える。ただし、「廃棄物管理公社準備室」が設置され、C/P が常勤になれば、体制は十分整うものと

考えられる。 

日本側の現地活動費は適切か。 一般管理費のレベルは十分である。 

ケニア側の予算配分は適切か。 適切に支出されていなかった。2013-2014 年度には「廃棄物管理公社準備室」の立ち上げのため

の予算申請をしていたが、予算配分はゼロであった。ただし、中間レビュー時の DoF への聞き取り

調査によれば、2014-2015 年度にはそのための予算の割り当てを行う準備を行うとの説明があった。 

コスト 類似プロジェクト（JICA プロジェクト及び他ドナー等が実施する

関連の支援）と比較して、プロジェクト目標、アウトプットは投

入コストに見合ったものか。 

 特に比較対象となる類似プロジェクトはない。 

ローカル資源を有効に活用して

いるか。 

  

既存の組織、施設などを有効

に活用しているか。 

CBOs 連携のパイロットプロジェクトの実施においては、スラム街で活動している CBOs と連携し

てプロジェクトを運営している。また、フランチャイズ制導入パイロットプロジェクトの実施にお

いては、住民啓発活動を教会や学校組織を通じて行なっている。 

過去の類似プロジェクトの

成果を活用しているか。 

本プロジェクトは、開発調査「ナイロビ市廃棄物管理計画調査」及び「ナイロビ市総合的廃棄物

管理計画に係る協力プログラム準備調査」に基づいて実施しており、マスタープランの成果を十分

に活用している。 

スリランカの廃棄物管理の技プロでは廃棄物管理の中心組織として「廃棄物管理センター」を設

置したが、本プロジェクトでも同様に「廃棄物管理公社」の設立を将来の目標としており、成果を

活用している。 

また、インドネシアで実施された技術協力プロジェクトで実施したごみバンクの活動も参考にし

て実施されている。 
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プロジェクトの実施プ

ロセスの効率性に影響

を与えている要因 

その他効率性の阻害した要因はあるか。 

  

 2013 年 3 月に総選挙があり、治安悪化の懸念からパイロットプロジェクトの開始を延期すること

となった。 

CBO 連携パイロットプロジェクトの実施では、連携を図ろうとした CBO が当初の見込みと異なり、

結局実施した 1地区のスラムでのプロジェクトを中断せざるを得なかった。 

DoE に適切な計画がないため、廃棄物運搬車両に係る予算確保ができておらず、車両台数、部品、

燃料などが慢性的に不足しており、廃棄物運搬車の稼働率が低い。 

資金管理に関する C/P が頻繁に変更になる。 

ゾーン 7 特に高所得地域（キリマニとキレレシュワ）におけるフランチャイズ制導入のための会

議への参加率が低い。フランチャイズ制導入は新しい活動であり、様々な課題があるため、住民へ

の啓発活動は、パイロットプロジェクトの成功ための主要なパートである。啓発活動の遅れは、将

来的に活動の進捗に影響が出る可能性がある。 

インパ

クト 

上位目標の達成見込み 上位目標は達成される見込みか  プロジェクトはまだ中間レビューの段階であり、その活動にやや遅れが見られているため、上位

目標の達成見込みを予想するのは時期尚早である。 

上位目標達成により開発政策等へのインパクトは見込めるか。  本プロジェクトは、まだケニア国の開発政策等に影響を与えるに至っていない。 

プロジェクト目標から上位計画に至るまでの外部条件「分権化後

のカウンティー制導入後も、組織構造が大きく変化しない」、「ケ

ニア政府の廃棄物管理に対する政策が変化しない」は現時点にお

いても正しいか。 

プロジェクト目標から上位計画に至るまでの外部条件は、現在でも正しいと考えられる。 

その他上位目標の達成を阻害する要因はないか。  特になし 

因果関係 上位目標とプロジェクト目標が乖離していないか。プロジェクト

目標の達成が、上位目標の達成に寄与するか。 

 プロジェクトはまだ中間レビューの段階であり、多くの活動に遅れが見られているため、上位目

標とプロジェクト目標の乖離を判断するのは時期尚早である。 

波及効果 その他上位目標以外の正負の効果・影響があるか。  特になし。 

持続性 政策・制度面 政策支援は協力終了後も継続される可能性は高いか。  政策・制度面の持続性は高い。 

ケニア国の政策において廃棄物管理の重要性は高く、政策支援は継続されるものと見られる。 

パイロット・サイトでの活動は、その後の広がりを支援する仕組

みが担保されているか。 

フランチャイズ制導入や CBO連携に関するガイドラインがプロジェクト期間に作成される予定で

あり、プロジェクトで技術移転を行った常勤 C/P が配属となる予定である。そのため、普及のシス

テムは担保されている。 

組織面 協力終了後も継続的に活動及び成果を他地域に普及するに足る

組織能力はあるか（人材配置、人材の能力など）。 

組織面の持続性は中程度である。 

現在の人材配置では、現在でもプロジェクト活動に遅れが見られているため、協力終了後に活動

の継続を見込むのは難しいと判断される。ただし、知事が将来の廃棄物管理公社を見据えて常勤 C/P

の配置を約束していることなど、今後は改善される可能性がある。 

財政面 プロジェクトの活動継続に必要な財源は確保されているか。  財政面での持続性は中程度である。 

 時間は要したものの、「廃棄物管理公社準備室」の設立や廃棄物運搬車の調達などプロジェクト

活動に必要な予算や廃棄物運搬車の予算割り当てられる予定である。ただし、今後も NCC が財源の

確保を行うことができるのかどうかについては、現在では判断できない。 

 ただし、フランチャイズ制の導入が成功し、フランチャイズ料が「廃棄物管理特別会計」に定期

的に入ってくることになれば、財政面での改善が期待できるため、本プロジェクト活動の持続性も

改善される可能性がある。 

技術面 プロジェクトで用いた技術移転の手法は、C/P によって維持され

つつあるか。 

技術面での持続性はやや高い。 

C/P の中にはプロジェクトに主体的に取り組み始め、自ら学ぼうと言う意欲が見られ出している。

転属等の問題がなければ、習得した技術は維持可能と言える。 
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  施設、資機材の維持管理は適切に行われているか。 本プロジェクトでは、車両及びオートバイの供与が行われたが、現在も特に問題なく使用されて

いる。 

対象地域に移転された技術は他地域へ普及できる技術であるか。 ケニア国内ではナイロビ市の規模が他と比べて極端に大きいため、一概に適用可能とは言えない

が、検討する価値はあるものと思われる。 

技術を他地域に普及するメカニズムはプロジェクトに取り込ま

れているか。 

本プロジェクトにおいて、「ガイドライン」を作成することになっており、これに基づいて、他

地域への普及を図ることが可能であるが、中間レビューの段階ではまだ作成されていない。 

社会・文化・環境面 社会・文化・環境面に関して持続的効果を阻害する要因はあるか。  新規最終処分場を早急に決定し、計画を進めていくことが必要である。本プロジェクトにより、

市内の廃棄物収集運搬量が増加しても、結局受入先の処分場の能力が不十分であると、それによる

周辺への社会・環境面での悪影響が懸念される。 
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質問票① 回答者ナイロビ市環境局長  
 

Questionnaire for NCC 
Mid-term review of  

the Project for Capacity Development of Solid Waste Management of Nairobi City 
 

The Questionnaire is carried out to collect data for the mid-term review survey for the 
Project for Capacity Development of Solid Waste Management of Nairobi City 
(hereinafter referred as to “the Project”). We would appreciate if you fill in the 
questionnaire and send it back to me by 10th of January, 2014 by e-mail 
(nagashima@icons.co.jp) 
Data gathered through this questionnaire will be dealt as CONFIDENTIAL. Although 
aggregated and analyzed data might be presented in the Mid-term review report, each 
answer sheet of the questionnaire will NOT appear in public. 
 
1. Necessary statistic data 
(1) Statistics on the waste collection amount by NCC's direct operation and 

subcontractors' operation (last 5years) 
(2) Statistics on the waste collection amount in Zone 7 (last 5 years) 
(3) Statistics on the waste collection level (ratio) (last 5 years) 
(4) Statistics on the waste collection amount in whole Nairobi City (last 5 years) 
(5) Budget of CCN and DoE (last 5 year) 
 
2. Question 

1. Have the Project inputs/activities been carried out according to the plan agreed on 
between Kenya and Japan sides? Do you satisfy with the result of the Output 
given by the Project? How is the level of satisfaction? Please give us your 
opinion.  

Even though the activities have been carried out as agreed between the two 
governments, the output is not satisfactory. For one, those who have been trained as 
part of the capacity development are not really equipped to undertake any assignment 
of the project with ease. Again, the contribution of the Japanese Government towards 
the pilot project is too meager to create impact. 
 
2. Have regular meetings between the Kenyan side and Japanese Experts sufficiently 

contributed to solve problems that occurred in the implementation process?  
Yes to some extent. However, there appears to be limitation in the language of 
communication and that delays the response and creates misunderstanding 
 
3. Have the Kenyan side and Japanese Experts adequately communicated with each 
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other to share information regarding the project management and activities?  
Yes but this has also been hindered by the fact that the counter parts have other 
assignments especially those related to their day to day operations. Therefore 
availing themselves to the experts when required has to been very smooth. 
 
4. Are proper system of command chain and clear demarcated structure established 

for the project management?  
Not really. There seem to be some problems related to how the counter parts should 

relate to the experts. 
 
5. Has the NCC allocated sufficient budget for the Project activities?  
Not really as there is really no indication from the experts of how much is required 
for the project 
 
6. Has the Project collaborated with other projects implemented either by JICA or 

other donors?  
At the moment, there is no other related project in the Department of Environment. 
However, the project is collaborating well with another by the Japanese Government 
in another department – Integrated Master plan Development hosted in City Planning 
department 
 
7. Have restructuring of implementing organizations or reshuffling of the NCC staffs 

affected the implementation of the Project? For example, were there any effect on 
the change of the structure of CCN (Introduction of county system)?  

Not really. However, transfer of individual officers has somehow affected the project 
 
8. Are there unpredictable factors which have adversely affected the Project 

implementation process?  
Yes, the scheduled provided by the experts is not very responsive. Again, the 

department of Environment has very few professionals staffs and therefore 
expected out puts have not been forthcoming only after a long time of follow up 

 
9. Does the Project Purpose correspond with the needs of Kenya side (target group)? 
Yes to a major extent 
 
10. Does the Project Purpose correspond with the needs of target area (Nairobi) and 

the social situation?  
Yes to some extent 
 
11. Are the Overall Goal and the Project Purpose consistent with the National 

Development Plan, Sector development plan, other relevant policies?  Were there 
any change?  

There is consistency except in a few areas where there is lack of harmony. For 
example, many believe that Waste-to-enery should be one of the strategies of 
SWM in Nairobi. This is a factor that was not considered in the project 
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12. Was the dispatch of Japanese experts appropriate in terms of number, expertise, 
length and timing of their assignment?  

Because the experts have maintained that they are not directly under our supervision, 
it is difficult to judge whether the time they have been around is adequate or not. The 
experts do their own plans and no local assignment do they get from us 
 
13. Was the provision of equipment from Japanese side appropriate in terms of types, 

quantity and timing of procurement?   
Not really. Only supervision motor bikes were provided and two vehicles which are 
basically used by the experts. The motor bikes are not enough nor are the vehicles 
enough. 
 
14. Has the assignment of Kenyan staffs been appropriate in terms of number, 

position and competency?  
To a limited extent 
 
15. Have Kenyan side provided adequate facilities and equipment in terms of size, 

quality and convenience for use?  
I guess so but this question can rightly be answered by the experts who use such 
facilities. 
 
16. Has Kenyan side provide adequate amount of budget for undertaking the project 

activities?  
Not really since there is no clarity as to which aspect should Kenya budget for. 
 
17. Is the possibility to continue the political assistance high after the termination of 

the cooperation?  
Of course yes. Waste management is a priority to the Kenya Government and it is 
my expectation that even after the cooperation, we will continue to implement related 
projects. 
 
18. Are the activities of pilot sites likely to be disseminated after the completion of 

the Project?  
This will depend on the successes of the pilot. There is no pilot project that has been 
completed. 
 
19. Is organizational capacity of NCC (such as staff allocation, human resource 

capacity, etc.) likely to be maintained so that the Outputs of the Project would be 
disseminated into other areas after the Project?  

Yes. In fact, a department of environment with the right professionals is soon being 
in place. 
 
20. Is NCC likely to secure an adequate budget to continue the Project activities?  
Yes but this will depend on how such project activities are likely to impact on the 
people. 
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21. Have Master Plan of Solid Waste Management been implemented as scheduled? 
I guess the pilot projects are part of the master plan implementation and if yes, then 
we are on course. One important aspect that has delayed is the site for final disposal. 
22. How is this project positioned in Master Plan of Solid Waste Management? 
It is a precursor to the implementation of the master plan. 
22. Is there any other relevant activity according to the Master Plan of Solid Waste 
Management which has been conducted outside this project? 
Not really 
23. If there is, how do you manage the coordination with it and this project? 
N/A 

 
 
Your profile 
(1) Your Name:  Dr. Leah Oyake-Ombis     
(2) Your job title: Director of Environment    
(3) Your e-mail Address: oyakeleah@hotmail.com    
(4) Date of answer:     
 
If you have any questions for the questionnaire, please do not hesitate to ask me. 
Name:  Satoshi NAGASHIMA (Mr.) 
 Senior Consultant 
 ICONS Inc. 
Tel: #81-3-5919-4183 
Fax:  #81-3-3355-1075 
E-mail: nagashima@icons.co.jp 
 
Thank you very much for your cooperation. 
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質問票② 日本人専門家 廃棄物収集運搬 
ケニア国ナイロビ市廃棄物管理能力向上プロジェクト中間レビュー調査 

質問票 

 

株式会社アイコンズ 

長島 聡 

 

 この度、ケニア国ナイロビ市廃棄物管理能力向上プロジェクト中間レビュー調査で評価

分析を担当させていただくことになりました、株式会社アイコンズの長島と申します。プ

ロジェクトの活動でお忙しいところ誠に恐縮ですが、正確なレビューのために以下の質問

への回答よろしくお願いいたします。頂いた回答は回答者名を伏せた形で処理させて頂き

ます。 

 

1. 統計情報 

 もし、以下の統計情報をお持ちでしたら頂けないでしょうか？（CCN にも情報提供を依頼

しています） 

 

(1) CCN による直接収集及び委託契約収集の廃棄物収集量の統計(過去 5年間) 

 

まず、以下質問に関する「統計情報」はございません。あくまで推計値です。 

2009 年時点推計値 

CCN による直接収集：30 t/日 

委託収集：450 t/日 

2012 年時点計測値（2012 年 4 月 30 日〜5月 27 日） 

CCN による直接収集：22 t/日 

委託収集：不明 

 

(2) ゾーン７における廃棄物収集量の統計（過去 5年間） 

 

2012 年時点推計値 

91%（発生量：126 t/日、収集量：115 t/日） 

ただし、不法投棄はカンゲミ（Kangemi）のみでキリマニ（Kilimani）、キレレシュワ

（Keleleshwa）においてはない、と仮定した場合。 
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(3) ナイロビ市における廃棄物収集率の推移（過去 5年間） 

 

2009 年時点推計値 

33%（発生量：1850 t/日、収集量：610 t/日） 

 

(4) ナイロビ市全体の廃棄物収集量（過去 5年間） 

 

2009 年時点推計値 

収集量：610 t/日 
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2. 質問事項 

C/P に対する技術移転は、どのように行われていますか？ 

下記の機会を通じて技術移転を行なっている。 

１．事業実施における計画策定の共同作業 

２．事業実施の共同作業 

３．チームミーティング、セミナー、ワークショップを通じた意見交換 

定期会議、合同調整委員会が開催され、課題解決のために機能していますか？ 

している。 

日本人専門家と C/P 間で相互コミュニケーションは十分に行われていますか？ 

当方は十分コミュニケーションをとるべく留意しているが、相手があることであり、相手

方からの情報提供が少ないように感じる。 

プロジェクト管理のための指揮命令系統や役割分担ができる体制が構築されていますか？ 

されている。市（CP）においては環境局長をトップとして指揮命令系統、役割分担は明確

である。 

JICA(在外事務所)とプロジェクト間のコミュニケーションは良好に行われていますか？ 

適宜、プロジェクトの進捗を報告しており、コミュニケーションは良好である。 

ケニア国実施機関関係者、C/P はプロジェクト活動に十分参加していますか？ 

十分な参加とは言えない。参加というより、プロジェクトを実施するのはケニア側である、

という基本認識が薄い。これは大きな課題として、ケニア側に再三再四申し入れを行なっ

ている。 

先方予算は計画通り確保、支出されているか。CCN が廃棄物管理に対して十分な予算を配置

していますか？ 

支出されていない。今年度「廃棄物管理公社準備室」の立ち上げのための予算申請をして

いたが、予算配分はゼロであった。 

他ドナーの協力内容や本プロジェクトとの協力関係はありますか？他ドナーとの援助協調

において、どのような相乗効果がありましたか？ 

特にない。 

実施機関の組織改編、人事異動等がプロジェクトの実施プロセスに何か影響を与えました

か？ 

大統領選挙、国政選挙が行われ、市の組織が変更された。このため、前市役所のトップが

約束していた「廃棄物特別会計」の銀行口座の開設が未だになされていない。また、CP の

本プロジェクトへの関与も組織改編の影響を受けて、十分とは言えない状況にあり、その

結果、フランチャイズ制導入パイロットプロジェクトの開始が当初予定より、半年以上、

遅れている。 
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プロジェクトの実施プロセスで何か生じている問題はありますか？ 

前項参照のこと。 

プロジェクトのアプローチは適切であったと考えますか？ 

適切である。 

効果の受益や費用の負担がステークホルダー間で公平に分配されていますか？ 

受益としては廃棄物収集・運搬が適切に実施されることと考えられるが、これは「内部補

助制度（クロスサブシディ）」の考え方を適用することにより、高所得者が低所得者の廃棄

物収集料金を負担するというシステムをフランチャイズ制導入パイロットプロジェクトの

中で実施することによって、達成しようとしている。このシステムがうまく機能すれば、「効

果の受益や費用の負担がステークホルダー間で公平に分配されている」と言える。 

日本・JICA の技術・経験の優位性はあるか 

廃棄物処理技術の開発は日本の各地方自治体で鋭意取り組んでいるものであり、特に収

集・運搬の民営化の経験は本プロジェクトに有効に活用されている。 

プロジェクト開始以降のプロジェクトを取り巻く環境（政策、経済、社会など）の変化は

ありましたか？ 

大統領選挙、国政選挙が行われ、市の組織が変わった。 

プロジェクト目標は達成見込みであると考えていますか（見込み）？ 

フランチャイズ制導入パイロットプロジェクトが成功すれば、達成される見込みである。 

その他プロジェクト目標達成のために必要な要因はありますか？ 

繰り返しになるが、CP の本プロジェクトに対する主体的な取り組み・関与がなければプロ

ジェクト目標の達成は難しい。 

プロジェクト目標達成の阻害・貢献要因は何ですか？ 

１．CP の本プロジェクトに対する主体的な取り組み・関与がない。 

２．CP として適切な数の職員が本プロジェクトにアサインされない。 

３．市の廃棄物管理に対する予算配分が十分でない。 

成果を達成するため、十分な活動が計画通り行われていますか？阻害要因があるとすれば

何ですか？ 

計画の実施は前述のとおり、遅れている。阻害要因は前項のとおり。 

日本人専門家派遣人数、専門分野、派遣時期、期間は適切だと考えますか？ 

計画の実施が遅れており、特にフランチャイズ制導入パイロットプロジェクトが当初、第 2

年次中に開始される予定が第３年次にずれ込んでいる。この結果、収集運搬の専門家の第

３年次以降の配置が少なく、このままでは、フランチャイズ制導入パイロットプロジェク

トの実施に重大な影響を及ぼすものと考える。また、CBO 連携に関しても、これまで自社負

担による専門家の派遣で何とかここまで実施してきているが、第３年次以降は自社負担に

よる派遣も難しい状況であることから、正式なアサインとして認めていただければと思っ
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ている。 

供与機材の仕様、種類、量、導入時期は適切だと考えますか？ 

供与機材としては、CBO 連携に係わるスラム街の廃棄物収集運搬のための収集機材等である

が、現状の CP の関与の度合いを勘案すれば適切と判断される。しかし、プロジェクトの効

果という点では、現在の投入量は限定的であり、今後、CP がより積極的に関与していくと

すると投入を増やすことを検討すべきと考える。 

本邦研修の派遣人数、資格、分野、研修内容、研修期間、受入時期は適切だと考えますか？

本邦研修は参加者の意見やその後のパフォーマンスを見ると、極めて有効であると思われ

る。百聞は一見にしかず、でより多くの研修生が参加されることが望まれる。 

ケニア側の C/P の人数、配置状況、能力は適切だと考えますか？ 

CP は現在、日常業務に追われており、本プロジェクトに関わることは、優先されていない。

従い、人数、配置状況という点においては不適切である。（ただし、これは人数を増やせば、

本プロジェクトへの関与度合いが深まる、という前提での議論である） 

日本側の現地活動費は適切だと考えますか？ 

プロジェクト開始後、予想していないような出費が重なったが、一般業務費の振替えや第

２年次における契約で柔軟に対応していただき、適切であると言える。 

類似プロジェクト（JICA プロジェクト及び他ドナー等が実施する関連の支援）と比較して、

プロジェクト目標、アウトプットは投入コストに見合ったものだと考えますか？ 

類似プロジェクトの状況が不明なので、何とも言えない。 

既存の組織、施設などを本プロジェクトで有効に活用していますか？ 

CBO 連携のパイロットプロジェクトの実施においては、スラム街で活動している CBO と連携

してプロジェクトを運営している。また、フランチャイズ制導入パイロットプロジェクト

の実施においては、住民啓発活動を教会や学校組織を通じて行なっている。 

過去の類似プロジェクトの成果を本プロジェクトで活用していますか？ 

ナイロビ市における廃棄物管理のマスタープランに基づいて、本プロジェクトを実施して

おり、マスタープランの成果を十分に活用している。また、スリランカの廃棄物管理の技

プロでは廃棄物管理の中心組織として「廃棄物管理センター」を設置したが、本プロジェ

クトでも同様に「廃棄物管理公社」の設立を将来の目標としており、成果を活用している。

その他効率性を阻害した要因はありますか？ 

CBO 連携パイロットプロジェクトの実施では、連携を図ろうとした CBO が当初の見込みと異

なり、結局実施した 1地区のスラムでのプロジェクトを中断せざるを得なかった。 

プロジェクト目標から上位計画に至るまでの外部条件「分権化後のカウンティー制導入後

も、組織構造が大きく変化しない」、「ケニア政府の廃棄物管理に対する政策が変化しな

い」は現時点においても正しいですか。 

正しい。 
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パイロット・サイトでの活動は、その後の広がりを支援する仕組みが担保されていますか？

計画ではエリアの拡張を順次行なっていくようになっている。 

協力終了後も継続的に活動及び成果を他地域に普及するに足る組織能力はありますか？

（人材配置、人材の能力など） 

現在の予算配分、人材配置では難しいと判断される。 

プロジェクトで用いた技術移転の手法は、C/P によって維持されつつありますか？（見込み）

少しずつではあるが、維持されつつあると思われる。 

施設、資機材の維持管理は適切に行われていますか？（見込み） 

少しずつではあるが、適切に行いつつあると思われる。 

対象地域に移転された技術は他地域へ普及できる技術であると考えますか？ 

ケニア国内ではナイロビ市の規模がずば抜けており、一概に適用可能とは言えないが、モ

ンバサでは検討する価値があるものと思われる。 

技術を他地域に普及するメカニズムはプロジェクトに取り込まれていますか？ 

本プロジェクトにおいて、「ガイドライン」を作成することになっており、これに基づいて、

他地域への普及を図ることが可能である。 

社会・文化・環境面に関して持続的効果を阻害する要因はありますか？ 

新規最終処分場を早急に決定し、計画を進めていくことが必要であるが、未定の状態であ

る。本プロジェクトにより、市内の廃棄物収集運搬量が増加しても、結局受入先の処分場

の能力が不十分であると、それによる周辺への社会・環境面での悪影響が懸念される。現

在の最終処分場であるダンドーラにおいて一部改善事業を実施中であるが、新規処分場建

設までのつなぎとして、この改善事業への専門家の派遣も検討に値すると思われる。 

 

ご協力ありがとうございました。 
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質問票③ 日本人専門家 CBO 連携 
ケニア国ナイロビ市廃棄物管理能力向上プロジェクト中間レビュー調査 

質問票 

 

株式会社アイコンズ 

長島 聡 

 

 この度、ケニア国ナイロビ市廃棄物管理能力向上プロジェクト中間レビュー調査で評価

分析を担当させていただくことになりました、株式会社アイコンズの長島と申します。プ

ロジェクトの活動でお忙しいところ誠に恐縮ですが、正確な評価のために以下の質問への

回答よろしくお願いいたします。 

 

C/P に対する技術移転は、どのように行われていますか？ 

・パイロットプロジェクトの計画、実施等の際の共同作業 

・定例ミーティングやワークショップ等による意見交換や共同作業 

定期会議、運営調整委員会が開催され、課題解決のために機能していると思いますか？そ

の理由は？ 

JET、C/P 双方の認識の共有がなされ、課題解決の手法の一つとなっている。しかし、決定

事項が覆されることがままあるため、議事録で記録を残すなど対応を図っている。 

日本人専門家と C/P 間で相互コミュニケーションは十分に行われていると思いますか？そ

の理由は？ 

コミュニケーション自体は十分に行われているが、理解（認識）が異なると感じる事があ

る。 

プロジェクト管理のための指揮命令系統や役割分担ができる体制が構築されていると思い

ますか？その理由は？ 

オヤケ局長をトップに指揮命令系統がはっきりしている。 

 

JICA(在外事務所)とプロジェクト間のコミュニケーションは良好に行われていると思いま

すか？その理由は？ 

適宜報告しており、良好と思われる。 

ケニア国実施機関関係者、C/P はプロジェクト活動に十分参加していると思いますか？その

理由は？ 

プロジェクトに対するオーナーシップが欠如しており、プロジェクト活動への参加は不十

分である。徐々に主体的にプロジェクトに取り組む姿勢を見せている C/P も中にはいるも

のの、基本的には本プロジェクトは通常業務に追加で課された業務と認識されていると思

われる。例えば、"Performance Contract"へ対応する必要があるとのことで、本プロジェ
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クトに全く携われなくなる事態が定期的に発生している。 

先方予算は計画通り確保、支出されていると思いますか？その理由は？  

基本的にされていないが、来年度からは C/P に対する残業代などが予算として計上される

こととなっている。 

他ドナーの協力内容や本プロジェクトとの協力関係はありますか？他ドナーとの援助協調

において、どのような相乗効果がありましたか？ 

特になし。 

実施機関の組織改編、人事異動等がプロジェクトの実施プロセスに何か影響を与えました

か？ 

総選挙を経て市の組織改編が行われた。C/P は変更にならなかったが、改変が落ち着くまで

動きが鈍くなった。また、選挙前後のスラムでの治安悪化への懸念から CBO 連携パイロッ

トプロジェクトについては実施時期を遅らせることとなった。 

プロジェクトの実施プロセスで何か生じている問題はありますか？ 

C/P がプロジェクトの実施主体、JET はサポート役という認識が欠けていると思われる。 

プロジェクトのアプローチは適切であったと考えますか？ 

適切。 

効果の受益や費用の負担がステークホルダー間で公平に分配されていますか？ 

・CBO が収集する廃棄物は顧客となっている家庭のごみのみであるが、クリーンアップ活動

等も通じて地域全体の清掃を行っている。顧客以外の住人やクリーンアップに参加しない

住民はフリーライダーの側面もあるが、コミュニティ全体としては公平になるべく努力し

ていると言える。また、NCC も収集運搬や CBO 支援等を通じて公平になるべく努力している

と言える。 

・C/P の中でもプロジェクトに対するオーナーシップにばらつきがあり、特定の C/P に負担

がかかっているように感じることがある。 

JICA の技術協力プロジェクトの経験は活かされていますか？ 

活かされている。 

本プロジェクトに日本の経験が活かされていますか？ 

これまでの他の案件（ごみバンクシステムなど）を参考にしている。 

プロジェクト開始以降のプロジェクトを取り巻く環境（政策、経済、社会など）の変化は

ありましたか？ 

・総選挙があり、市の体制が変わった。 

・West Gate Mall のテロ事件等があり、治安が悪化している。 

プロジェクト目標は達成見込みであると考えていますか（見込み）？その理由は？ 

C/P の本プロジェクト関わり（オーナーシップ）が増えれば達成可能であると考える。 

その他プロジェクト目標達成のために必要な要因はありますか？ 
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C/P がオーナーシップを高める事。C/P に対するメリット・インセンティブ（公社への移動

等）がよく理解される、もしくは、直接的なインセンティブ（休日手当等？）が示される

事が必要。 

プロジェクト目標達成の阻害・貢献要因は何ですか？ 

・本プロジェクトの活動が追加的業務とされており、通常業務の一環となっていない（オ

ーナーシップの欠如）。 

・C/P が通常業務で忙殺され、本プロジェクトのために十分な時間を取ることができないこ

とがある。 

成果を達成するため、十分な活動が計画通り行われていますか？阻害要因があるとすれば

何ですか？ 

活動は行われているが、計画通りとは言えない。阻害要因は上述の通り。 

日本人専門家派遣人数、専門分野、派遣時期、期間は適切だと考えますか？その理由は？ 

これまでは計画通りに行われてきたが、次年度以降のアサインは手薄であると感じる。理

由は、パイロットプロジェクトの開始がずれ込んだ事により、評価や修正の時間が必要に

なってきたためである。 

供与機材の仕様、種類、量、導入時期は適切だと考えていますか？その理由は？ 

当初の計画ではこれまでの分は適切だったと考える。しかし、今後の CBO ではこれまで以

上にその特定の CBO の状態にあった機材の供与が必要になると考えられることから、投入

の増加が望まれる。 

本邦研修の派遣人数、資格、分野、研修内容、研修期間、受入時期は適切だと考えていま

すか？その理由は？ 

概ね適切に行われているが、プロジェクト活動を一緒に行っている C/P を優先的に派遣し

た方が、研修の成果を直接的にプロジェクト活動に活かすことができると考える。また、

研修内容が好評なので、可能であれば派遣人数を増やした方がより効果的であると思われ

る。 

ケニア側の C/P の人数、配置状況、能力は適切だと考えていますか？その理由は？ 

C/P 一人一人が主体的にプロジェクトに取り組むようになり、日常業務が軽減されれば、C/P

の人数、配置状況自体は適切だと思われる。 

日本側の現地活動費は適切だと考えていますか？その理由は？ 

基本的に活動費はカバーできており、適切。 

 

類似プロジェクト（JICA プロジェクト及び他ドナー等が実施する関連の支援）と比較して、

プロジェクト目標、アウトプットは投入コストに見合ったものだと考えていますか？その

理由は？ 

不明 

既存の組織、施設などを本プロジェクトで有効に活用していますか？ 
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・CBO 連携パイロットプロジェクトでは既存の CBO の中から有望な CBO をパートナーとして

選定し活動を行っている。また、地域住民の理解・支持を得るため地元有力者を通じて働

きかけるなどしている。 

・フランチャイズ制パイロットプロジェクトの広報活動においては、教会などの宗教組織

や学校を通じた住民意識啓発及び説明会への参加促進を図っている。 

・住民意識啓発活動では、CBO 連携パイロットプロジェクト地域の小学校を対象として環境

教育キャンペーン（発表会）を実施し、子どもから周囲の大人への波及効果を狙った。同

様のキャンペーンを次年度はフランチャイズ制パイロットプロジェクト地域で実施する予

定である。 

過去の類似プロジェクトの成果を本プロジェクトで活用していますか？ 

廃棄物マスタープランの上に行っているプロジェクトであり、活用している。インドネシ

アのごみバンク等も参考にしている。 

その他効率性を阻害した要因はありますか？ 

パイロットプロジェクトの実施では、１）プロジェクトに対する金銭要求、２）日本人専

門家及び再委託先社印に対するハラスメント、３）CBO メンバーによる不法薬物の使用とい

った理由から、１地区から撤退せざるを得なかった。 

パイロット・サイトでの活動は、その後の広がりを支援する仕組みが担保されていますか？

他の CBO への拡大を前提に活動している。 

（例：スラムにおける説明会では、周辺 CBO 等も参加している）。 

協力終了後も継続的に活動及び成果を他地域に普及するに足る組織能力はありますか？

（人材配置、人材の能力など） 

現時点では予算的にも人材的にも難しい。（Performance Contract に追われるなど） 

 

プロジェクトで用いた技術移転の手法は、C/P によって維持されつつありますか？（見込み）

C/P の中にはプロジェクトに主体的に取り組み始め、自ら学ぼうと言う意欲が見られ出して

いるため、一部では維持されつつあると言える。 

施設、資機材の維持管理は適切に行われていますか？（見込み） 

プロジェクト車両を市役所と共用しているが、故障が頻繁に発生し、JICA ケニア事務所の

維持管理の負担が大きくなっていると感じる。 

対象地域に移転された技術は他地域へ普及できる技術であると考えますか？ 

CBO 連携パイロットプロジェクトに関して移転された技術は、ナイロビ市内の他地域にも普

及可能であると考える。 

技術を他地域に普及するメカニズムはプロジェクトに取り込まれていますか？ 

今後作成するガイドラインが普及の手助けとなる。 

社会・文化・環境面に関して持続的効果を阻害する要因はありますか？ 
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収集車両の数および稼働率の低さが阻害要因となる。CBO が収集したごみを NCC の収集車が

定期的に収集に来ないと、収集されたごみが溜まり住民からの支持が低下するため CBO 活

動の継続が困難になる。 

 

所属先：エックス都市研究所   建設技研インターナショナル 

名前：岡本 晋介   辻 桂子 

 

ご協力ありがとうございました。 
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質問票③ 日本人専門家 財務管理 

ケニア国ナイロビ市廃棄物管理能力向上プロジェクト中間レビュー調査 

質問票 

 

株式会社アイコンズ 

長島 聡 

 

 この度、ケニア国ナイロビ市廃棄物管理能力向上プロジェクト中間レビュー調査で評価

分析を担当させていただくことになりました、株式会社アイコンズの長島と申します。プ

ロジェクトの活動でお忙しいところ誠に恐縮ですが、正確なレビューのために以下の質問

への回答よろしくお願いいたします。頂いた回答は回答者名を伏せた形で処理させて頂き

ます。 

 

質問事項（財務・組織再構築分野） 

C/P に対する技術移転は、どのように行われていますか？ 

下記の機会を通じて技術移転を行なっている。 

４．特別会計導入計画策定の共同作業 

５．特別会計管理業務の共同作業 

６．チームミーティング、セミナー、ワークショップを通じた意見交換 

定期会議、合同調整委員会が開催され、課題解決のために機能していますか？ 

機能していると考える。 

日本人専門家と C/P 間で相互コミュニケーションは十分に行われていますか？ 

CP と十分コミュニケーションをとるべく留意しているが、CP が二度にわたり変更になり、

その都度コミュニケーションの再構築を図る必要があった。 

プロジェクト管理のための指揮命令系統や役割分担ができる体制が構築されていますか？ 

十分構築されている。環境局長をトップとして指揮命令系統、役割分担は明確である。 

JICA(在外事務所)とプロジェクト間のコミュニケーションは良好に行われていますか？ 

専門家の現地業務のたびに、プロジェクトの進捗を JICA ケニア事務所に報告しており、コ

ミュニケーションは良好であると考える。 

ケニア国実施機関関係者、C/P はプロジェクト活動に十分参加していますか？ 

十分な参加とは言えない。参加というより、プロジェクトを実施するのはケニア側である、

という基本認識が薄い。これは大きな課題として、ケニア側に再三再四申し入れを行なっ

ている。 

先方予算は計画通り確保、支出されているか。CCN が廃棄物管理に対して十分な予算を配置

していますか？ 

支出されていない。今年度「廃棄物管理公社準備室」の立ち上げのための予算申請をして
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いたが、予算配分はゼロであった。 

他ドナーの協力内容や本プロジェクトとの協力関係はありますか？他ドナーとの援助協調

において、どのような相乗効果がありましたか？ 

特にない。 

実施機関の組織改編、人事異動等がプロジェクトの実施プロセスに何か影響を与えました

か？ 

大統領選挙、国政選挙が行われ、市の組織が変更された。このため、前市役所のトップが

約束していた「廃棄物特別会計」の銀行口座の開設が未だになされていない。 

プロジェクトの実施プロセスで何か生じている問題はありますか？ 

前項参照のこと。 

プロジェクトのアプローチは適切であったと考えますか？ 

適切であると考える。 

効果の受益や費用の負担がステークホルダー間で公平に分配されていますか？ 

「内部補助制度（クロスサブシディ）」の考え方を適用することにより、高所得者が低所得

者の廃棄物収集料金を負担するというシステムをフランチャイズ制導入パイロットプロジ

ェクトの中で実施することによって、達成しようとしている。このシステムがうまく機能

するためには、「廃棄物特別会計」のための銀行口座開設が必須である。当該口座が開設さ

れれば、「効果の受益や費用の負担がステークホルダー間で公平に分配される」こととなる。

日本・JICA の技術・経験の優位性はあるか 

日本の廃棄物管理のための組織及び予算管理の経験を適用することができるなど、優位性

があると考える。 

プロジェクト開始以降のプロジェクトを取り巻く環境（政策、経済、社会など）の変化は

ありましたか？ 

大統領選挙、国政選挙が行われ、市の組織が変わった。 

プロジェクト目標は達成見込みであると考えていますか（見込み）？ 

財務・組織再構築分野においては、「廃棄物特別会計」のための銀行口座が開設され、「廃

棄物管理公社準備室」が設置されれば、達成される見込みである。 

その他プロジェクト目標達成のために必要な要因はありますか？ 

CP の本プロジェクトに対する主体的な取り組み・関与がなければプロジェクト目標の達成

は難しい。 

プロジェクト目標達成の阻害・貢献要因は何ですか？ 

４．CP の本プロジェクトに対する主体的な取り組み・関与がない。 

５．CP として適切な数の職員が本プロジェクトにアサインされない。 

６．一部の CP が頻繁に変更となる。 

７．市の廃棄物管理に対する予算配分が十分でない。 

－ 111 －



８．市の「廃棄物管理公社準備室」に対する予算が配分されていない。 

成果を達成するため、十分な活動が計画通り行われていますか？阻害要因があるとすれば

何ですか？ 

計画の実施は前述のとおり、遅れている。阻害要因は前項のとおり。 

日本人専門家派遣人数、専門分野、派遣時期、期間は適切だと考えますか？ 

財務・組織再構築分野においては、適切であると考える。 

供与機材の仕様、種類、量、導入時期は適切だと考えますか？ 

財務・組織再構築分野においては、供与機材はない。 

本邦研修の派遣人数、資格、分野、研修内容、研修期間、受入時期は適切だと考えますか？

財務・組織再構築分野の CP の本邦研修はない。 

ケニア側の C/P の人数、配置状況、能力は適切だと考えますか？ 

CP は現在、日常業務に追われており、本プロジェクトに関わることは、優先されていない。

また、前述したように、しかしながら、「廃棄物管理公社準備室」が設置され、CP が専任に

なれば、体制は十分整うものと考える。 

日本側の現地活動費は適切だと考えますか？ 

適切であると考える。 

類似プロジェクト（JICA プロジェクト及び他ドナー等が実施する関連の支援）と比較して、

プロジェクト目標、アウトプットは投入コストに見合ったものだと考えますか？ 

類似プロジェクトの状況が不明なので、何とも言えない。 

既存の組織、施設などを本プロジェクトで有効に活用していますか？ 

財務・組織再構築分野においては、「廃棄物管理準備室」の予算が次年度から配分されれば、

その組織及びオフィスなどの施設が、本プロジェクトに有効に活用することができる。 

過去の類似プロジェクトの成果を本プロジェクトで活用していますか？ 

ナイロビ市における廃棄物管理のマスタープランに基づいて、本プロジェクトを実施して

おり、マスタープランの成果を十分に活用している。また、スリランカの廃棄物管理の技

プロの例では廃棄物管理の中心組織として「廃棄物管理センター」を設置したが、本プロ

ジェクトでも同様に「廃棄物管理公社」の設立を将来の目標としており、成果を活用して

いる。 

その他効率性を阻害した要因はありますか？ 

財務・組織再構築分野においては、一部の CP が頻繁に変更になることが効率性の阻害要因

になっているものと考える。 

プロジェクト目標から上位計画に至るまでの外部条件「分権化後のカウンティー制導入後

も、組織構造が大きく変化しない」、「ケニア政府の廃棄物管理に対する政策が変化しな

い」は現時点においても正しいですか。 

正しいと考える。 
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パイロット・サイトでの活動は、その後の広がりを支援する仕組みが担保されていますか？

財務・組織再構築分野においては、パイロット・プロジェクトは実施されていない。 

協力終了後も継続的に活動及び成果を他地域に普及するに足る組織能力はありますか？

（人材配置、人材の能力など） 

現在の予算配分、人材配置では難しいと判断される。 

プロジェクトで用いた技術移転の手法は、C/P によって維持されつつありますか？（見込み）

少しずつではあるが、維持されつつあると思われる。 

施設、資機材の維持管理は適切に行われていますか？（見込み） 

財務・組織分野においては、特に施設・資機材の維持管理に関する活動はない。 

対象地域に移転された技術は他地域へ普及できる技術であると考えますか？ 

特別会計により廃棄物会計を管理する技術は、他の都市の廃棄物管理にも適用可能である。

技術を他地域に普及するメカニズムはプロジェクトに取り込まれていますか？ 

最終的に廃棄物管理公社を設立することができれば、他の都市の廃棄物管理にも適用する

メカニズムになると思われる。 

社会・文化・環境面に関して持続的効果を阻害する要因はありますか？ 

財務・組織再構築分野においては、社会・文化・環境面に関して持続的効果を阻害する要

因は特にない。 

 

ご協力ありがとうございまし た。
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聞き取りメモ 
 

面談・視察日時 2014年1月13日(月) 11時00分 ～ 12時00分 
訪問先 NCC 
面談者 先方：Mr. Samuel Mwangi (プロジェクトマネジャー) 

当方：長島 
・Mr. Samuel Mwangi は、DoE の Parts and Open space section の Assistant Director
であり、専門外ではあるものの、適任者がいなかったため本プロジェクトのプロジェクト

マネージャーに選定された。 
・（プロジェクト活動の進捗状況の評価は？）本プロジェクトでは、NCC の能力強化、PSP
の能力強化、CBO の能力強化、資金管理の能力強化などについて、多くのことが達成さ

れたが、依然として多くのことが終わっていない状況である。達成されていることで言え

ば、収集車の数を増やす予算を割り当てることに成功している（ただし、NCC のキャッ

シュフローの問題で、272 百万 KSh が割り当てられ、2013 年 7 月～9 月に調達する予定

であったが遅れている）。オートバイをプロジェクトで 10 台調達してくれたことも、モ

ニタリング活動へ貢献している。 
・本邦研修では、廃棄物の収集だけでなく、廃棄物管理全体の知識を教えてもらい、役に

たった。ただし期間が短すぎる。また、日本に毎年 2 名派遣するだけでは多くの人が参加

できないので、日本ではなくナイロビでグループトレーニングを開催したほうが効率的で

はないか。 
・（専門家からの技術移転は適切か？）自分はもともと Parts and Open space section 配

属であり、廃棄物管理に関するバックグラウンドがないので、プロジェクトの内容を吸収

するのに時間がかかっている。自分への技術移転には問題があるが、ガバナーが先日、専

門分野の大学を卒業した者を雇用してプロジェクトの専属で活動すると宣言したので、今

後、技術移転に関する問題は解決すると思われる。 
・自分の仕事があるので忙しく、専門家との定期的な打ち合わせは持っていない。必要な

時に話す程度である。 
・自分のプロジェクトへの貢献は、プロジェクトマネジャーとして大きな絵を描き、一般

的な観察結果を述べることである。 
・（昨年の選挙後の組織改編による影響は？）まず、選挙によって CBO の能力強化に関す

る活動に遅れが見られたことが挙げられる。また、シティカウンシルがガバナーへと変更

されたことで、役所内の決済が以前より官僚的でなくなり良い方向に向かっていると思う。

以前は Environment Committee と General Purpose committee（または Full Council 
committee）という 2 つの委員会の決済を得なければならず時間がかかったが、現在はガ

バナーの決済で済むので決定が早い。 
・（日本人専門家について）技術移転には長い期間における相互の活動が必要である。ま
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た、C/P の意見にもっと耳を傾けるべきである。 
・（ケニア側の C/P の貼り付けは十分か？）ケニア側の C/P は数が少ない。前述のように

ガバナーが新規雇用を約束したので新たな職員を雇用するであろう（この職への公示は今

週実施される）。 
・（ケニア側は十分な予算を割り付けているか）予算の分配は十分ではないが、ナイロビ

市役所には多くの予算割り当てのための優先事項があり、本事業に関する予算の割り当て

は難しい。 
・廃棄物特別会計の口座は開設済みである。ただし、資金はまだ入っていない。利用者か

ら Environment charge を徴収し、180 百万 KSh が歳入になる見込みであるが、その収

集方法に問題がある。 
・廃棄物公社準備室が機能するためには、NCC、PSP、CBO が機能する必要があるが、現

在は不足している。 
・プロジェクトに提言したいことは以下の通り。 
 - PDM の修正 
 - プロジェクトのスケールアップ（パイロットエリアが少なすぎて、今のままでは多くの

教訓が得られない） 
- 5 つの成果のリンクが弱いと思う。これらをもっと強化すべきである。 
- 最終処分場の問題が解決しなければ、成果を上げることは難しい。 
- 日本人専門家の貼り付けをもっと長期にして欲しい。 
- C/P の意見をもっと聞いてほしい。 
 
以上 
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聞き取りメモ 
 

面談・視察日時 2014年1月13日(月) 12時00分 ～ 13時00分 
訪問先 NCC 
面談者 先方：Mr. James Othiende (カウンターパート) 

当方：長島 
・Mr. James Othiende は、本プロジェクトでは廃棄物収集・運搬に関する C/P として業務

を行っている。通常業務は環境計画であり、本プロジェクトの担当分野に関して専門であ

る。 
・（現在までの活動の達成度について）担当業務である成果 1 の NCC の能力強化について

は、本プロジェクトでは多くの提言を行っているが、NCC のリアクションが遅い。運搬車

のスキップの改善や労働者のモチベーションについて、対策が講じられていない。また、

成果 2 の民間業者による廃棄物収集の改善について、PSP の巻き込みがうまくいっていな

い。これは啓発の不足である。現在、プロジェクトでは住民に対してポスター、ステッカ

ーなどでの啓発を行っているが、このストラテジーはあまり良いとは言えない。Twitter や
Facebook といったソーシャルメディアの利用や、ロードショー（トラックを用いた啓発方

法）を行う方が効果的ではないかと思う。住民をもっと啓発し、巻き込めなければインパ

クトは弱くなると考える。 
・技術移転について、自分は本邦研修で多くのことを学んだ。また、普段の技術移転は OJT
である。ただし、本邦研修による C/P の育成は年に 2 名と少ない。日本から講師を招いて、

特に NCC のマネジメントレベルに対してローカル研修を実施すべきである。 
・（日本人専門家とのコミュニケーション）特に定期的なミーティングはなく、必要な時に

打ち合わせを行っている。十分にコミュニケーションはとれている。ただし、日本人専門

家の滞在期間が短すぎ、特に今のような PSP を選定しなければならないときなどには、い

て欲しい。 
・（プロジェクト全体の命令系統は機能しているか？）JCC とプロジェクトのリンクが機能

していない。特に JCC が機能していないと思う。以前は、地方自治省の PS が議長を務め

ていたが、組織改訂の後はナイロビ市のコミッショナーが議長となる予定であり、これ良

い改善ではないかと思う。 
・（プロジェクト活動への貢献について）自分はもともとの専門分野とプロジェクトの内容

が同じであり、通常業務はあるものの、プロジェクトの活動には十分に貢献していると思

う。 
・（ケニア政府はプロジェクトに対して予算を割り当てているか？）通常の廃棄物処理につ

いての予算はあるが、純粋にプロジェクトに対する予算の割り当てはない。運営管理のた

めの予算が必要だと思う。 
・（選挙後の組織改編による影響は？）ガバナーがプロジェクトの内容をよく理解していな
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い。また、以前は DoE 局長の上はタウンクラークであったため、上への情報伝達がスムー

ズであったが、現在は組織のトップであるガバナーの下に、Executive member や Chief 
Officer という職位ができたため、上への情報伝達に時間がかかるようになった。 
・（C/P の数、質等は十分か？）現在は、活動の計画を行っている段階なので、C/P の数は

十分である。しかし、パイロットプロジェクトを実施するに当たっては、人数は不足する

と思う。現在、ガバナーは新規に専属 C/P を雇用することを検討しているようだが、新し

いスタッフを教育するには時間がかかるため、既存のスタッフを育成する方が効率的だと

考える。 
・（ケニア側は予算を十分に割り当てているか）予算は十分に割り当てられていない。また、

C/P はインターネットへのアクセスもできない。日本人専門家が不在時など、メールを受信

するためにインターネットカフェに行って実費でネットにアクセスしている。 
・（移転された技術は残る見込みか）自分が同じ部署で働き続ける限り、技術は維持される

と思うが、異動があれば難しい。そのために、より多くの人にローカル研修を実施し、技

術を移転することが望ましいと思う。 
・（他地域への普及は可能か）現在の活動ではインパクトが少なく、他のエリアに普及する

のは難しい。第 2 フェーズ等で周りのエリアへの普及に取り組む必要がある。 
・プロジェクトに対する提言は以下の通りである 
- PDM の改定（啓発を成果の一つとすべき） 

 - マスタープランは完璧であり、提言されている内容、特に最終処分場の建設は絶対に必

要である。 
 - 3R の活動を実施すべき（プロジェクトの枠内で実施が難しい場合、NCC の予算で実

施すべき） 
 
以上 
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聞き取りメモ 
 

面談・視察日時 2014年1月13日(月) 14時00分 ～ 15時00分 
訪問先 NCC 
面談者 先方：Mr. Duncan Mihiso (カウンターパート) 

当方：長島 
・（プロジェクト活動の達成状況は？）成果 1 に関しては、トラック調達の予算割り当てや

JICA によるオートバイの調達が挙げられる。また、成果 2 に関しては、フランチャイズ制

の導入が 2014 年 7 月頃になる見込みである。これは、最適な PSP を選定するのに時間を

要するためである。フランチャイズ制導入のためのパイロットサイトでは、その参加率に

ばらつきがある。カンゲミでは住民の参加率は高いが、キリマニ及びキレレシュアでの住

民の参加率が低い。この差は地域の所得レベルの差によるものと見られる。カンゲミは低

所得エリアであり、本プロジェクト実施によって住民の生活が改善する可能性があると思

っているために参加してくるが、他の 2 地域は高所得エリアであり、あまり興味がないも

のと見られる。いままでは、啓発活動には各家庭へのレターの配布をおこなっていたが、

これは手間がかかる。現在は、教会を利用した啓発活動に取り組んでいるほか、将来的に

はテレビ、ラジオ、新聞等による広報が効果的ではないか。 
・（本プロジェクトにおける技術移転について）技術移転の手法は主に OJT であり、大変

参考になっている。特にもともとの専門であり、以前から行っていた Time and Motion 調

査では、共同で作業を行った結果、大変参考になった。 
・（日本人専門家とのコミュニケーションについて）日本人専門家とは、必要な時にミーテ

ィングを行っており、十分なコミュニケーションが取れている。 
・（プロジェクト運営体制は機能しているか？）命令系統はうまく機能している。JCC は実

施に時間かかかることが問題であるが、機能していると思う。 
・（プロジェクトへの貢献について）自分は十分貢献できていると思う。収集・運搬や CBD
の清掃などはもともと自分の通常業務でもあり、プロジェクトの活動は負担となっていな

い。 
・（ケニア政府は十分な予算を割り当てているか？）NCC は十分な予算を割り当てていな

い。運搬車や燃料の不足によって成果 3 の活動の実施に影響が出ている。 
・（昨年の選挙後の組織変更によるプロジェクトへの影響は？）ガバナーがプロジェクトの

内容を十分に理解していない。例えばフランチャイズ制導入のパイロットサイトであるキ

リマニ及びキレレシュアにおいて、ガバナーが集会に参加してくれればネームバリューも

あるので参加者の数が増加して、活動も順調になるのではないかと思う。ガバナーは忙し

いとは思うが、現在も多くの収集されていないゴミが放置されており、将来的に改善が必

要なのでこのような活動も重要である。 
・（日本人専門家の張り付きについて）日本人専門家の張り付きは短いと思う。ただし、も
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ともと自分が担当していた業務でもあり、日本人専門家なしでも業務の実施は可能である。 
・（C/P の人数は十分か？）C/P の人数は少なすぎる。本邦研修で 2 名/年の育成では少なす

ぎるため、ローカル研修を実施して、多くの C/P に対して研修を実施すべきである。 
・（パイロット地域外でのプロジェクト活動の普及は可能か？）CBD での普及は可能である。

現在、収集方法の改善を検討している。 
・プロジェクトへの提言は以下の通りである。 
 - 日本人専門家の任期と人数の増加 
 - ローカル研修を実施して、もっと C/P の人数を増やすべき 
 - 成果 3 については、機材は小規模なものしか供与されていないが、運搬車を供与すべき 
 - 啓発活動のやり方を再検討すべき 
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聞き取りメモ 
 

面談・視察日時 2014年1月13日(月) 15時00分 ～ 16時00分 
訪問先 NCC 
面談者 先方：Ms. Margaret Kariuki (カウンターパート) 

当方：長島 
・（プロジェクト活動の進捗について）成果 3 に関する活動では、もともとパイロットプロ

ジェクトをキベラ地区およびシナイ・ムクル地区で行うことを検討していたが、シナイ・

ムクル地区では様々な問題があり、パイロット地区から外された。主な要因として、住民

が活動を理解していなかったこと、CBO の選定がうまくいかなかったこと、こちらの要求

が高すぎたこと、C/P 自身が何をやっているのかをよく理解できていなかったことなどが挙

げられる。シナイ・ムクル地区での活動の反省から、キベラ地区では住民との関わり合い

などに工夫を行った結果、こちらはうまくいっている。 
・（プロジェクトの活動への参加の度合い）自分は十分にプロジェクトの活動に参加してい

る。もともと、CBO に地域のごみを収集場所まで運んでもらう活動や、CBO の数の調査等

を行っていたため、プロジェクトの活動は負担とはなっていない。ただし、4 半期レポート

を執筆する時は、繁忙となり、プロジェクトの活動に十分貢献できない時がある。 
・現在のスラム地区での状況は、運搬車があれば改善は十分に可能である。ただし、パイ

ロットサイトであるキベラは、スラム街を代表するようなサイトではなく、十分な予算も

ないために、活動によるインパクトは限られている。 
・（日本人専門家とのコミュニケーション）2 週間に 1 回の定期ミーティングのほか、必要

に応じた日々のミーティングを行っており、特に問題はない。 
・CBO の活動を行うに当たって、プロジェクトが雇用しているコントラクターの役割が良

くわからない。啓発活動等についても能力不足であり、業務態度も適切とは言えない。 
・プロジェクトマネジメント体制は機能していると思う。 
・（選挙後の組織改編によるプロジェクトへの影響について）組織の長がガバナーに代わっ

たのみで、大きな影響は見られない。ガバナーは、公約で街の清掃を掲げているが、本プ

ロジェクトのインパクトが小さく、本プロジェクトのことをよく知らない。 
・（日本人専門家について）専門家の専門性には問題はないが、任期が短い。また、もう少

し C/P の意見を聞いてほしい。 
・プロジェクトの内容をよく理解するまでは、専門家の張り付きがもっと必要であったが、

大体理解できていきたために、3 年次、4 年次に専門家の張り付きが少なくなっても業務の

継続は可能である。C/P の人数は 2 名で十分である。 
・（成果 3 で CBO に供与された機材について）自分たちは機材の選定に関わらなかったが、

ニーズ調査が不足している。機材は、キベラでは評価されているが、ムクル・シナイ地区

ではニーズにあっていなかった。機材の数も足りない。また、CBO の活動を成功させるた
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めには、運搬車の供与も併せて必要である。 
・パイロット活動の他地域への普及は、技術的には可能である。ただし資金の問題がある。

他地域へと普及するためには、まずキベラでの活動を成功させ、これをショーケースエリ

アとすること、CBO にもフランチャイズ制を導入すること、CBO の能力強化を行うことが

必要である。CBO の能力強化は、彼らがより多くの顧客を得られるように実施するもので、

記録、機材供与、ディスカウントシステムの導入などを行う。 
・プロジェクトへの提言として、以下の指摘があった。 
 - C/P の意見をもっと聞いてほしい 
 - PDM の改定を行ってほしい（C/P に対するローカル研修の実施、プロジェクト期間の延

長） 
 
以上  
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聞き取りメモ 
 

面談・視察日時 2014年1月13日(月) 16時00分 ～ 17時00分 
訪問先 NCC 
面談者 先方：Mr. Moses Kamau (カウンターパート) 

当方：長島 
・Mr. Moses Kamau は、通常業務では公共トイレの設置や CBO の認識などを行っており、

プロジェクトの業務とは通常業務とは一部関連がある。 
・（プロジェクト活動の進捗状況は？）NCC の収集・運搬能力が改善されていない（運搬

車が不足している）ため、CBO の活動は一進一退を繰り返している。せっかくコミュニ

ティからごみを収集し、収集場所まで運んでも、ごみが回収されなければ CBO は顧客か

ら信頼が失われるからである。 
・（ムクル・シナイ地区がパイロットプロジェクトサイトから外れた理由について）もと

もと、同地区では NGO の Oxfam が活動を行っていた。また、以前には他の NGO も活

動を行っていた。その際に様々な機材供与等がなされていたため、CBO は JICA も機材

をくれるものと勘違いしていた。また、同地区の活動の継続性の問題もある。さらに、適

切なニーズ調査が行われなかったことにも原因がある。 
・キベラでは、収集されたごみが NCC の能力不足で輸送されないことが唯一の問題である。 
・（プロジェクトが雇用しているコントラクターについて）パイロットプロジェクト開始

当初、彼らの役割が不明であり、誤解が生じた。 
・（日本人専門家の技術移転について）専門家の任期が短すぎて、専門家の滞在する期間

に集中して業務をやるために負担となっている。そのため、不十分である。 
・CBO によるごみの収集活動については、新しい活動ではない。プロジェクトが取り組ん

でいるのは、主に CBO の組織改善や運営能力改善である。 
・（日本人専門家とのコミュニケーションは十分か）定期的なミーティングのほか、日々

の打ち合わせ等で十分にコミュニケーションはとれている。 
・プロジェクトマネジメント体制は問題なく機能している。 
・プロジェクトへ活動への参加は十分に行っている。 
・ケニア政府は十分な予算を割り当てておらず、特に運搬車がまだ調達されていない。 
・（昨年の選挙後の組織改編によるプロジェクトへの影響は？）マネジメントレベルでの

人の変更があったため、彼らがプロジェクトの内容を十分に理解していない。新しい人に

プロジェクトの内容を理解してもらうには時間がかかる。これがプロジェクトに影響して

いると思う。 
・（本邦研修について）本邦研修で研修される C/P の人数は少なく、機能していないと思

う。ケニアにてローカル研修をトップマネジメントレベル、ミドルマネジメントレベルい

ったように、階層ごとに実施すべきである。 
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・（CBO 向けに調達された機材について）ニーズ調査が不足しているため、適切な機材の

選定や適切な数の機材が調達されていない。 
・C/P の数は現在の 2 名で十分だと思う。 
・CBO での活動は、NCC による収集・運搬活動ができれば専門家の支援が少なくとも問題

ない。運搬車の不足の改善、運搬費のレートの設定と収集システムの策定ができれば実施

できる。技術の問題ではない。 
・現在、本プロジェクトでは多くの活動が含まれているが、機材の導入（運搬車）と収集

システムの導入、また最終処分場の整備に集中すべきである。マスタープランの提言は重

要であると思うが、最も改善すべきところから手をつけるべきである。 
 
以上 
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聞き取りメモ 
 

面談・視察日時 2014年1月14日(火) 14時30分 ～ 15時30分 
訪問先 NCC 
面談者 先方：Dr. Leah Oyake-Ombis (Director DoE, NCC), Mr. Isaac 

Muraya (Deputy director of DoE, NCC), Mr. Peter Bundi 
(Assistant Director / Ministry of Lands, Housing and Urban 
Development), Dr. Robert K. Ayisi (Medical Officer of Health, 
NCC), Mr. Kangieme J. W (Public Service Management), Mr. 
John Koyier Barreh (Director of Planning, NCC), Mr. Samuel 
Munene (Principal Compliance and Environment, NEMA) 
当方：長島、Mr. Ngugi（JICAローカルスタッフ） 

・カウンターパート機関の局長と副局長及びケニア側の評価団メンバーに集まってもらい、

以下の点について説明した。 
- 今回の評価の目的 
- 評価団は第三者からの視点でプロジェクトの評価を確認してもらうこと 
- JICA 技術協力の評価の手法の概要の説明（PCM 及び評価 5 項目） 
- 評価調査の日程 
・現在の日程では、今週に情報収集、来週に報告書の中身について議論することになって

いるが、情報収集についてもできる限り参加して欲しい旨を併せて説明した。 
・ケニア側の評価チームのメンバーについては、1 月 10 日にメンバーリストを JICA ケニ

ア事務所からもらっていたが、当日に 2 名が変更となり、以下のような構成となった。 
名前 職務, 所属機関 

Dr. Robert K. Ayisi  Medical Officer of Health, NCC 
Mr. Peter Bundi  
 

Assistant Director, Ministry of Lands, Housing 
and Urban Development 

Mr. Kangieme J. W  Public Service Management, NCC 
Mr. John Koyier Barreh  Director of Planning, NCC 
Mr. Samuel Munene Principal Compliance and Environment officer, 

Solid Waste management Section, NEMA 
 
 ケニア政府から任命された評価ミッションのメンバーには、リーダーが設定されていな

かったため、評価団員同士の話し合いの結果、Dr. Robert K. Ayisi にケニア側評価団員の

チームリーダーを務めてもらうことが決まった。 
 
以上 

－ 124 －



聞き取りメモ 
 

面談・視察日時 2014年1月14日(火) 15時30分 ～ 16時00分 
訪問先 NCC 
面談者 先方：Dr. Leah Oyake-Ombis (Director DoE, NCC), Mr. Isaac 

Muraya (Deputy director of DoE, NCC) 
当方：長島、Mr. Ngugi（JICAローカルスタッフ） 

・DoE 局長である Dr. Leah Oyake-Ombis からは、質問票の回答をもらっていたが、一部

の疑問点を確認するために、聞き取り調査を行った。 
 
・（質問表の質問 2「ケニア側と日本側の定期的な打ち合わせが、問題解決に貢献している

か」という問いに対する答えに「言語コミュニケーションの不足」との回答があるがどう

いう意味か？）これは英語力の問題ではなく、態度の問題である。依然として日本人専門

家の役割が良くわからない。ケニア側の C/P のレベルは低く、日本人専門家は高度な知識・

経験を持っているのだから命令したり、C/P が反応するのを待ったりするばかりでなく、

C/P レベルに降りてきて、我々の手を携えて活動をしてもらいたい。 
・（質問表の質問 4「命令系統が的確か」という問いに対して、C/P は特に問題ないと回答

しているのに対して、局長が「できていない」と回答する理由は何か？）確かに紙上では

組織図があり、プロジェクト実施の組織は有効に機能しているように見える。実際には、

日本人専門家側とケニア側で期待していることが異なっているため（プロジェクトの関与

のレベル）、命令系統は機能していないと考えている。 
・（質問票の質問 7 で選挙後の組織改編の影響はあるか？という問いに対して）今回の組

織改編によって、首長がタウンクラークからガバナーへと変更されたが、これによる影響

は特にないと考えている。 
・（質問状の質問 21 に関連して廃棄物管理公社準備室の設立が遅れているが、今後はどう

なるのかとの問いに対して）準備室の設立は 2014 年 3 月に予定されている。 
 
以上 
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聞き取りメモ 
 

面談・視察日時 2014年1月15日(水) 10時00分 ～ 11時00分 
訪問先 NEMA（National Environment Management Authority） 
面談者 先方：Mr. Samuel Munene (Principal Compliance and 

Environment officer, Solid Waste Management Section, NEMA) 
当方：長島 

 
・Mr. Samuel Munene は、本中間レビューの評価委員の一人に任命されており、NEMA
でも廃棄物管理に関するセクションにて働いているが、JICA がプロジェクトをやってい

ることを知っている程度で案件の内容については良く理解していなかった。そのため、

PDM を用いて案件の概要を説明すると同時に、プログレスレポート（英語版）を提供し

た。 
・（ナイロビ市での廃棄物管理の状況をどうみているか？）収集運搬について問題がある。

これは、資金の問題、最終処分場の問題、収集能力（車両数）の問題がある。職員の能力

については、良くわからないがおそらく低いのではないかと思われる。 
・（廃棄物管理に関する政策にはどのようなものがあるか？）国家全体の計画としては

VISION 2030 があるほか、現在 NEMA で Waste Management Strategy というものを作

成中である。この Strategy では、経済、政治、社会の 3 つの柱があり、環境管理はこの

うちの社会の柱に含まれている。環境管理については、5 つの都市でフラッグシッププロ

ジェクトを検討している（モンバサ、ナクル、キソヌ、エルドレット、チカ（ナイロビも

含まれる場合がある）） 
・（NEMA と NCC の関係は？）NEMA の役割は規制に関することである。Environmental 

Management and Co-Ordination Act や Waste Management Regulation（ホームページ

にて入手可能）に則り、収集車や廃棄物施設に対してライセンスを発行している。NCC
は実際の廃棄物収集・運搬を行っているのでその役割は異なる。 
・（ダンドーラ最終処分場の件をどう考えているか？）ダンドーラ最終処分場の現状はひ

どいものであるが、ルアイでの新たな処分場の建設については航空公団と運輸省から強い

反対があった。航空公団は、新しい処分場を建設しても NCC がきちんと運営できないの

ではないかと見ているようだ。 
・（他の都市で廃棄物管理がしっかりできているのはどこか）ナクルではフランチャイズ

制の導入により廃棄物の収集、運搬が良くできている。ただし、最終処分場の問題を抱え

ている。 
・（NEMA でドナーが行っているプロジェクト等はあるか？）NEMA ではないが、デン

マークの支援で National Resource Management Authority が行っているプロジェクト

に NEMA も一部支援している程度である。 
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・（昨日、JICA より世銀が SWM Authority というのを作る計画だと聞いたが？）それ

については良く知らない。 
 
以上 
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聞き取りメモ 
 

面談・視察日時 2014年1月15日(水) 15時30分 ～ 16時00分 
訪問先 NCC (Department of Finance) 
面談者 先方：Mr. Jimmy Kiamba (City treasurer, Department of 

Finance, NCC), Ms Esther Muringi Ndegwa (小川専門家のC/P、
Assistant treasurer, Department of Finance, NCC) 
当方：小川専門家、長島 

 
・廃棄物管理公社準備室の創設にあたっての予算措置については、次年度に向けて 2014 年

2 月に予算の準備を行う。6 月に予算が承認され、7 月に執行される見込みである。（これ

については、小川専門家及び C/P がフォローアップを行い、確実に予算に組み込まれるよ

うにする予定） 
 
・廃棄物特別会計の銀行口座開設は、先週完了した。 
 
・NCC が調達予定の廃棄物収集運搬車（34 台分の予算）のうち、25 台（ごみ収集車 6 台、

スキップローダー19 台）についてはすでに代金を支払い済みであり、来週あたりには納品

される見込みである。残りの 9 台分についてはまだ予算の執行は行われていない。 
 
以上 
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聞き取りメモ 
 

面談・視察日時 2014年1月15日(水) 16時00分 ～ 17時00分 
訪問先 NCC 
面談者 先方：Ms Esther Muringi Ndegwa (小川専門家のC/P、Assistant 

treasurer, Department of Finance, NCC) 
当方：長島 

・Ms Esther Muringi Ndegwa は、小川専門家の C/P であったが、2013 年 5 月に他のカウ

ンティに出向し、2014 年 1 月に再び C/P として戻った。 
 
・廃棄物特別会議の開設については、2013 年 2 月に Committee of Council において承認

されていたが、3 月に選挙があり、その後に開設が延期されていた。（その後、議会承認が

必要になるなど口座開設についての情報が錯そうしたこと、小川専門家の留守中に手続き

が止まってしまうなどの理由で開設ができないでいた。昨年 12 月にガバナーと面談し、ガ

バナーの判断で口座開設が可能となった（小川専門家からの補足）） 
・小川専門家とは定期的な打ち合わせはしていないが、必要な時に打ち合わせを行ってお

り、十分にコミュニケーションが取れている。専門家との関係は大変良好である。 
・専門家の能力等については問題ない。専門家の任期については、もし本邦研修で技術が

補完されて十分に知識が得られれば、専門家が不在でも業務の継続は可能なので、任期を

長くしなくても大丈夫である。 
・C/P の人数については、現在の業務のレベルでは問題ない。しかし、特別会計が運用され

だした場合、歳入が増加し業務が増加するため、経理の雇用が必要となる。 
・（現在、導入しようとしている特別会計やフランチャイズ制について、どのような印象

を持っているか？）フランチャイズ制の導入に際し、フランチャイズフィーから 15％を徴

収するとのことであるが、本当にできるか疑問である。どうやってチェックするのかわか

らない。DoE によって事前にセンサスを行い、どのくらいの料金が徴収できるのか調査す

る必要があるのではないか。（ナクルのフランチャイズ制の例では以前に過小申告の問題

があり、定額性に移行したとのことであるが、ナイロビはナクルと比較できないくらい大

規模な町であり、定額制にすることによる PSP のリスクが大きいため、15％で試行してみ

て改善する予定（前田専門家、小川専門家からの補足）） 
・（準備室ができた場合、そこでフルタイムで働く気はあるか）もちろんフルタイムで勤

務できるのなら働きたい。廃棄物会計だけに専念できるので良い。現在は、廃棄物だけで

なくいろいろな口座を扱っており集中できない。歳入を増やすためのアイデアも浮かばな

い。 
・プロジェクトに希望することは以下の通りである。 
 - 特別口座を開設し、2 月に予算を作成し、6 月に承認予定であるが、今後どのような問題
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が発生するのかを分析してもらいたい。 
 - 特別会計でありながら、Department of Finance に管理されるのは嫌なので、この特別

会計については独立した運営にしてもらいたい。 
 - 小川専門家の今回の派遣中に、予算の準備をする必要がある（確実にできるとは思う） 
 
以上 
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聞き取りメモ 
 

面談・視察日時 2014年1月16日(木) 9時20分 ～ 9時40分 
訪問先 NCC（Department of Procurement） 
面談者 先方：Mr. John Okuku (Deputy Director, Department of 

Procurement, NCC) 
当方：長島 

 
・(JICA が DoE と一緒にプロジェクトを行っていることを知っているか？) プロジェクト

の F/S が実施されたのは知っているが、プロジェクトがすでに開始されていたことは知ら

なかった。（プロジェクトの概要について説明） 
 
・（Department of Procurement では、廃棄物収集車の調達を行ったと聞いているが？）

Fotom という業者からショベルとサイドローダーについて既に調達を行っている。現在、

インスペクション中であり、近々、利用が可能になる。 
・（もともと、廃棄物収集車は 34 台調達予定と聞いているが、なぜ 25 台なのか？）2 回目

の調達はあり得る。これは DoE 次第である。 
・（フランチャイズ制度のための PSP 調達も Department of Procurement の仕事を聞いて

いるが？）その通りである。先週、PQ 公示を行い、14 日後に入札が行われる。 
・（その他の廃棄物管理と関連した調達業務は？）DoE の仕事では、分別ごみのため異なる

色のごみ袋の調達を行っている。 
・（日本人専門家からの報告書で、廃棄物収集車のスペアパーツの調達に時間がかかると聞

いているが問題点は何か？）我々は、Public Procurement and Disposal Act という法律

があり、公示して 2 か月くらいを調達に要する。これが時間のかかる要因の一つである。

また、DoE に計画性がないことも問題である。我々は今日頼まれて明日調達という訳には

いかない。 
 
以上 
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聞き取りメモ 
 

面談・視察日時 2014年1月16日(木) 11時00分 ～ 12時00分 
訪問先 NCC 
面談者 先方：Mr. Dan Njoroge (General Director, Gabage.com Ltd), Mr. 

Matin Njage (General Director, Gabage.com Ltd), Duncan M. 
Mbatha (Operation Manager, Gabage.com Ltd) 
当方：長島 

・Gabage.com Ltd は、フランチャイズ制導入に際して候補の PSP の一つである。廃棄物

収集車を 10 台所有している。 
 
・（フランチャイズ制についてどう考えているか）2013 年まで、ごみ収集の地域というの

はライセンスで決められていなかった（PSP は NCC 及び NEMA からライセンスをもら

う必要がある）。フランチャイズ制については、誰も既存のエリアを出ていきたくない。

地域によって経済レベルが異なり状況も異なるからである。ただし、今の様に一つの地域

に数軒の顧客というもの非効率で、もっと整理された活動ができたらよいと思っている。

その点で、フランチャイズ制導入にはコスト削減、モニタリングが容易、効率的などのメ

リットがある。また、契約のフォームが一つになるという効率性のメリットもある。 
・（JV組んで応札をするという点について、どう考えるか？）JV を組むのは効率的であ

る。フランチャイズ制になって収集のエリアが固定されれば、お互いの活動も整理でき、

契約期間内の業務が確定しているので、投資をすることも可能になる。 
・（フランチャイズ制が導入された場合、フランチャイズフィーを 15％支払わなければな

らないことについてどう考えるか？）15％というのは納得できない。投資、資本、人件費

など多くのことを 85％で賄わなければならない。また、付加価値税の支払いや NEMA に

対するライセンスフィーの支払いもある。多くの業者が過小申告する可能性がある。 
・フランチャイズ制では、今まで異なるレートで収集・運搬が行われてきたことが問題に

なると思われる。顧客もサービスを選ぶ権利があり、これを法律で縛ることができるのか。

また、大使館との契約等で、ナイロビ市の各所に家が分散し、フランチャイズゾーン内に

これらの家がある場合、契約した PSP ではどのような対応をするのか？ 
・（フランチャイズ制はうまくいくと思うか？）長期的にはコスト削減の効果がでるが、

短期的には収入の減少が見込まれ、PSP の能力強化も必要となるため、チャレンジングで

ある。 
・最終処分場の問題は深刻で、新車が 1 年でダメになる。分別収集して、資源ごみは別に

し、最終処分場に捨てるごみを最小限としたいが、これもチャレンジングである。 
・プロジェクトで住民の啓発をしているが、十分でない。収入の少ないエリアはごみ収集

                                                  
 JV：共同企業体の意味 
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にお金を払っておらず、クロスサブシディの考え方も高所得者：低所得者が 1:1 である必

要がある。また、低所得者層のエリアはごみの重量も重い。もし低所得者層がお金を支払

わなかった場合、どのような措置を取れば良いのか？NCC の監視能力の強化も必要であ

る。 
・自分たちは外部企業が参入してこないような保障が欲しい。そのため、ごみ収集会社 5
社で JV を組むことを計画している。現在ごみ収集している同じ業者がフランチャイジー

となれば、顧客からの信頼関係もすでに構築されている。自分たちの会社も PQ では 1 社

で応募しているが、入札時には 5 社で JV を組む予定である。 
・PQ の要求は高すぎる。現在所有していない機材の所有を求めている。これらの機材を落

札前に購入することはリスクが高い。現在の機材でも収集はできている（補足：これにつ

いては、前田専門家より入札の条件に、落札した際に購入すれば良いという条件を付ける

ことを検討するとのコメントあり）。 
 
以上 
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聞き取りメモ 
 

面談・視察日時 2014年1月17日(木) 15時00分 ～ 15時30分 
訪問先 NCC 
面談者 先方：Mr. Harvard Macharia (Bins Nairobi Ltd) 

当方：長島 
・Mr. Harvard Macharia の会社は、フランチャイズ制導入時の応札候補の PSP(Bins 

Nairobi Ltd)である。 
 
・（フランチャイズ制のメリットやデメリットについてどう思うか？）ゾーン 7 のフラン

チャイズ制導入の入札の PQ は入手したが、フランチャイズフィーの 15％には納得がいか

ない。自分たちはそれ以外にも付加価値税を支払わなければならない。また、説明会の時

には 3 年契約となっていたものが 1 年契約となっており、これは短すぎる。これでは投資

もできないし、投資したとしても回収しきれないで、その後も銀行に対してローンを返し

続ける必要がある。 
・Bins Nairobi Ltd では、合計 15 台の廃棄物回収車を所有しており、1 日で回収できる能

力は 35 トン～40 t/日である。ゾーン 7 の廃棄物量は 126 t/日なので、これを回収するに

は 60～70 台の収集車は必要である。これらの投資をするには 1 年契約では難しく、パフ

ォーマンスが低かった場合に契約を解除する条項を設けて契約期間を長くするべきであ

る。3 年間の契約期間でも満足できるものではないが、1 年よりは良い。 
・フランチャイズ地区には、低所得者の地域も含まれている。彼らのゾーンは CBO が一次

収集をしているが、全く整理されておらず、ここでの収集運搬を行うことはチャレンジン

グである。 
・一応、入札までに契約条件を見直してくれれば、フランチャイズゾーンの契約には応札

するつもりである。現在、収集車の運行は 8 時間としているが、もし受注できたら車両を

増やさずに 24 時間操業にすることで対応したい。また、PQ では、週 3 回回収にいくこ

ととなっているが、週 1 回回収にするよう交渉するつもりである。今までの経験から、週

1 回でも問題はないと思う。とにかく PQ の要求は高いので、入札時には何とかして欲し

い。 
・最終処分場の件をどうにかして欲しい。ダンドーラ処分場でのごみの廃棄に 3～4 時間も

かかり、大きな負担である。町に近いところで処分場の建設ができないか。 
 
以上 

16
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聞き取りメモ 
 

面談・視察日時 2014年1月17日(金) 9時00分 ～ 10時00分 
訪問先 NCC 
面談者 先方：Mr. Chege Kariuki (Managing partner, Colnet), Ms Mamet 

Chege (Colnet) 
当方：長島 

・Colnet は、フランチャイズ制導入における有望な PSP の一つである。15 台の収集車を

有し、120 t/日のごみ回収能力がある。 
 
・（フランチャイズ制のメリット・デメリットについて）今回の新しいシステムは、うまく

機能するのかわからない。悪いシステムではないと思う。ただ、住民の反応が気になる。

ゾーン 7 には 36 社も PSP がいるので、これがどうなるのか？また、もっと業務内容の詳

細を固めて欲しい。入札に際して、詳細な調査データが必要だがもらっていない（住民リ

スト等）。これらの情報の入手を入札前に PSP がやるのであれば、業務内容に含めて欲し

い。また、どこからどこまでを収集するのか、はっきりと決めて欲しい。 
・契約期間は 3 年だが、この期間で投資を回収するのは難しい。3,000～4,000 万 Ksh の投

資を見込んでいる。契約期間は 5 年がベストではないか。 
・ここまでの大規模なプロジェクトで、入札の用意を 1 週間でするのは無理がある。7 月に

始まるとのことで、全く準備していなかった。1 月は早すぎる。もっと時間とデータを欲

しい（補足：専門家に確認したところ、これは Colnet の勘違いで、現在行われているの

は PQ のため、そんなに詳細なデータも必要でないし、用意する書類も簡易なものである） 
・もし、フランチャイジーになったら、誰と契約すべきなのか。NCC のみか。すべての顧

客とか？現在、500Ksh で回収してもらっている顧客が、800Ksh を請求することで住民

は納得するのか。プロジェクトは、きちんと啓発活動をやって欲しい。高所得地域での啓

発活動での住民の参加率は低いと聞いている。 
・ダンドーラ最終処分場を改善しなければ、どのように収集を改善してもうまくいかない。

NCC が移転前の仮処分場を用意すべきである。 
・我々は経験があるので、ごみの収集は簡単であるが、問題はお金の回収が大変であると

いうことである。新しいシステムをどのように住民に指導していけるかが重要である。現

在、利用料の回収は直接回収、サファリコムを通じた支払い、銀行振り込みがある。この

うち、直接回収は大きな支出となる。住民が支払うかは大きなチャレンジとなっている。 
・フランチャイズフィーの 15％は高すぎる。BAT で 16％を支払うため、この時点ですで

に 31％も引かれている。このほか、車両のメンテナンスなども考えるとさらに下がる。

利益を上げることができるのか疑問である。 
・ゾーン 7 を 1 社でやるのは自殺行為である。3～4 社で JV を組む必要がある。しかし、1
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月に入札と思っていなかったので、まだ準備していなかった。JV を組んでエリアを分割

し、特に低所得エリアでの回収をどうするのかを考える必要がある。 
・長年ゾーン 7 で働いていて、そこが唯一の収入源である PSP に関するケアはどうするの

か？そこが入札で負けた場合の対策を検討する必要があるのではないか？ 
・PSP と NCC の間では、固定レートを基にフランチャイズフィーを計算することになると

思うが、PSP と顧客に間で固定レートを強制しないでほしい。 
・入札には参加する予定である。 
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聞き取りメモ 
 

面談・視察日時 2014年1月17日(金) 11時20分 ～ 12時20分 
訪問先 Nairobi office, World Bank 
面談者 先方：Ms. Pascaline Ndungi (Urban specialist, Urban 

Development and Services Practice, Nairobi office, World Bank) 
当方：山中職員、前田専門家、Mr. Ngugi（JICAローカルスタッフ）、

長島 
 
・世銀の話をする前に、Ms. Pascaline から JICA プロジェクトの概要について説明を求め

られたので、前田専門家が説明し、山中職員、Mr. Ngugi が補足した。 
・Ms. Pascaline より、以下の質問があった。 
 - （公社の設立は次の技術プロジェクトで取り組む予定なのか？）現在のステージでは、

NCC の態度を確認するのが大きな目的。 
  - （NCC は公社設立を本気でやる気があるのか？）2013 年 5 月に新しいガバナーが就任

したばかりで、プロジェクトの内容は良く知られていない。だから、ナイロビクリー

ンアップキャンペーンをやったりしている。以前は、DoE ダイレクターのすぐ上がタ

ウンクラークだったので、情報の伝達がスムーズだった。だからこそ、現在、JCC の

議長を Minister の Mr. Gako 氏に頼む予定である。現在、ガバナーがいるので彼は沈

黙を保っているが、議長になれば彼の意思を表明せざるを得ない。 
  - （マスタープランの内容はすべて実行する予定なのか？）できればすべてやりたい。本

プロジェクトの大きな目的は、マスタープランで計画したタイムスケジュールの更新

である。計画していた円借款の予算は 800 億 Ksh で、新処分場の建設、旧処分場の閉

鎖、一時的な処分場の場所の確保等も含んでいる。 
 
・（世銀が計画しているプロジェクトに、JICA プロジェクトと重なる部分があるのかどう

か？JICA と協調できる部分があるのか教えて欲しい）世銀は、現在 3 つの関連するプロジ

ェクトを行っている。①Kenya Municipality Program、②Settlement に関するプロジェク

ト、③Nairobi Metropolitan Service Improvement Project である。①については、14 
Counties に対して技術サポートを行っており、マスタープランやストラテジックプランの

作成を支援している。③については組織支援、都市部のインフラ整備、市役所のすべての

サービスの改善などを行っている。廃棄物管理もその一部に含まれている。行っているの

は統合廃棄物管理に関する助言である（処分場の候補地の選定、廃棄物管理計画、処分場

の設計など）。Nairobi Metropolitan とは、キアンブ、マチャコ、カンゴア、ムランガ、も

ちろんナイロビも含まれる。特に都市部の支援をしている。JICA がプロジェクトをやって

いるのは知っているため、廃棄物管理についての TOR にはナイロビは含まれていない。し
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かし、NCC よりナイロビも含めて欲しいとの要請が来ている。ただし、現在までのところ

ナイロビに関しては集中して取り組んではいない。ただし、ナイロビは処分場をもってい

るが、他地域での処分場も検討すべきとコンサルタントは提言している。 
・また、本プロジェクトではソフトパートもあり、コンサルタントが作業中であり詳細は

良くわからないが、Metropolitan SWM Authority を設立することを挙げている。キアンブ

をはじめ、他の County も興味を示している。ナイロビがどうするのか興味を持っている。 
・（山中氏）世銀の調査の結果によっては、JICA も方針を変える必要がある。他の County
で最終処分場が選定された場合、NCC は土地調達をする必要がある。また、Metropolitan
単位での管理になった場合、誰がその調整をするのか。現在の処分場の計画に、他の County
も含まれる場合、処分場の能力も再検討の必要がある。 
・（Ms. Pascaline）NCC の DoE から、世銀にマスタープランの支援をして欲しいと依頼さ

れている。そのため、JICA や他ドナーのやっていることをよく知りたい。3R はなぜ JICA
のプロジェクトに含まれていないのか。 
・（前田専門家）CBO やフランチャイズ制のパイロットプロジェクトでは、分別を組み入れ

ている。その効果を確認が先である。その上で、3R の活動へ移行するべきである。マスタ

ープランには、生ごみ処分のための堆肥工場の建設も含まれているが、今は生ごみも併せ

て処分場へ投棄されている。 
・（Ms. Pascaline）今は分別しても処分場が同じなのであまり意味がない。そのような処分

する場所の整備を何とかすべきである。 
・（前田専門家）公社が設立されて専任スタッフが加われば、将来的には 3R の取り組みも

可能である。 
・（Ms. Pascaline）その活動には世銀も加わりたい。どう取り組むのか教えて欲しい。どこ

を支援、補てんできるのか。また、パイロットプロジェクトの詳細も教えて欲しい。また、

NCC の意見も聞きたい。 
・（前田専門家）現在の NCC では、職員の数、能力、やる気が不足している。2 つのパイ

ロットプロジェクトでも大変だが、3R が加わったとしたらとてもできない。NCC はすぐ

に資金がないことをできない理由にするが、やる気の問題で資金の問題ではない。 
 
以上 
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聞き取りメモ 
 

面談・視察日時 2014年1月17日(金) 15時00分 ～ 15時50分 
訪問先 NCC 
面談者 先方：Mr. Victor Erick Odvor、Mr. Swaleh Randa、Mr. John 

Karanja (CBO ERIKK) 
当方：長島 

・ERIKK (Enhancing Revitalization In Kibera, Kenya)は、CBOs 連携のサイトである

Kibera にて活動している CBO の一つである（7 つのうちの一つ）。メンバーは 46 人であ

る。ERIKK の活動は、学校訪問、HIV/AIDS の啓発、コミュニティの啓発、小規模ビジネ

ス（コピーサービス等）、青少年のスポーツ活動（薬物に手を染めないように）などがある。 
・廃棄物は毎週土曜日に回収している。プロジェクトの指導でプラスチックと生ごみを分

別するようになり、生ごみは NCC へ、プラスチックごみは倉庫一杯になった時に業者に連

絡して引き取りに来るようになっている。20Ksh で袋を販売し、袋に入ったごみを収集し

ている。プロジェクトの指導で顧客リストを整備するようになった（以前は時々やってい

た）。以前は 700 人の顧客がいたが、現在は 400 人程度に減少している。これは、自分たち

がごみを収集して回収ポイントまでもっていっても、NCC が回収してくれないため、顧客

からの信用が失われ、顧客数の減少につながっているためである。ただし、今後も目標と

して、1,000～2,000 人の顧客獲得を目指していきたいと思っている。プロジェクトの支援

で収集ルートを 4 つに分けた結果、作業が効率的になった。資金の管理については、機材

の更新、ゴミ袋の購入、銀行への積立（通常 500Ksh で想定よりゴミが多い時には 1,500Ksh
まで増やすことがある）に分配し、残りを作業員に分配している。プロジェクトで、ディ

スカウントシステムというのを導入している。これは、ごみを分別してくれた顧客に対し

て割引（5ksh）するもので、まだ何人かしか利用はしていない。収集作業が終わった後で、

毎回ミーティングを開いている。 
・プロジェクトから供与された機材は、質は問題ないが、数が足りない。 
・JICA 専門家との関係は非常に良い。 
・以前は不法投棄場所があったが、それをすべてきれいにして新しいシステムを導入した。

コレラや下痢、環境への影響を考慮したからである。しかし、本活動では、運搬がチャレ

ンジである。NCC はクリスマスシーズンに 6 週間で 2 回しか収集に来てくれなかった。そ

のため、現在の状態では JICA のプロジェクトが終了した時点で活動も滞ってしまう可能性

がある。NCC に対して月 1,500Ksh を支払っており、支払わないとペナルティもあり、運

搬が行われなくても支払わなければならない。 
 
以上 
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聞き取りメモ 
 

面談・視察日時 2014年1月17日(金) 16時00分 ～ 16時50分 
訪問先 NCC 
面談者 先方：Ms. Rosemary Wanjiru Kinunu, Mr. Zablon Karingi, 

Muthaka (CBO Clean Vision) 
当方：長島 

・CBO Clean Vision はフランチャイズ制導入予定のサイトであるカンゲミで活動を行って

いる。主な活動は、ごみの収集・分別である。プロジェクトの活動では啓発活動を支援し

ている。啓発の手段として、NCC からのレターを配布して住民の参加を呼びかけるという

方法を取っている。参加率は平均的である。ただし、啓発の手段としては十分ではなく、

マスメディアの利用やポスターなどの手段も必要である。プロジェクトの他の活動として、

マンスリークリーンアップキャンペーンを行っている。これについては、プロジェクトよ

り T シャツの提供を受けたりしているが、多くの参加は得られていない。さらなる啓発の

必要がある。 
・ごみの運搬には 2 通りの方法がある。一つは NCC に運搬してもらう方法で、もう一つは

自分たちでトラックを手配して運ぶ方法である。NCC には 2 週間で 2,000Ksh を支払って

いる。また、トラックを手配する際には 1 万 Ksh が必要である。ごみの収集料金には何通

りかのレートがあり、200Ksh で袋を販売する場合と、100Ksh でごみを収集する方法があ

る。2004 年から活動をはじめ、現在 12,472 世帯の顧客がある。カンゲミでは、ごみの収

集活動を開始してから不法投棄が減少している。 
・（フランチャイズ制が導入された場合、ごみの収集はどうなるのか？）PSP がごみ集積

地から回収してくれ、収集のお金は支払わないというクロスサブシディ制度が導入される

と聞いている。ただし、通常、PSP はカンゲミには来ないため（一部の地域を除く）PSP
が本当に回収に来てくれるのか疑問がある。外部の人は信用できない。もし自分たちのト

ラックがあれば、自分たちでうまく運営できるので、支援してもらえないか。 
 
以上 
 

－ 140 －



ケ
ニ
ア
共
和
国
ナ
イ
ロ
ビ
市
廃
棄
物
管
理
能
力
向
上
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
中
間
レ
ビ
ュ
ー
調
査
報
告
書

平
成
26
年
4
月

独
立
行
政
法
人
国
際
協
力
機
構


	表紙
	目次
	プロジェクト位置図
	調査写真
	略語表
	第１章　中間レビュー調査の概要
	第２章　中間レビュー調査の方法
	第３章　プロジェクトの進捗状況
	第４章　評価５項目の評価結果と結論
	第５章　提言と対処方針の検討結果
	付属資料
	１．M/M（「合同中間レビュー調査報告書（英文）」を含む）
	２．主要面談者リスト
	３．PDM（version 1）（和文・英文）
	４．評価グリッド
	５．質問票回答
	６．聞き取りメモ


